
福祉保健生活環境委員会会議記録

福祉保健生活環境委員長 二ノ宮 健治

１ 日 時

令和４年４月１５日（金） 午後１時０４分から

午後５時１０分まで

２ 場 所

第５委員会室

３ 出席した委員の氏名

二ノ宮健治、後藤慎太郎、三浦正臣、元吉俊博、御手洗吉生、羽野武男、玉田輝義

４ 欠席した委員の氏名

荒金信生

５ 出席した委員外議員の氏名

守永信幸、猿渡久子

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

福祉保健部長 山田雅文、生活環境部長 高橋強、病院局長 井上敏郎 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）令和４年度行政組織及び重点事業等について、執行部から説明を受けた。

（２）県計画等の策定・変更スケジュールについて、第４１回大分県少年の船運航事業につい

て及び新型コロナウイルス感染症についてなど、執行部から報告を受けた。

（３）県内所管事務調査について、福祉保健部関係施設への調査は延期することとし、各振興

局及び生活環境部関係施設のみの調査を行うことを決定した。

（４）県外所管事務調査について協議した。

（５）委員会資料について、今後の委員会ではタブレットによる説明を原則とし、紙資料は原

則使用しないことを決定した。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 主査 飛鷹真典

政策調査課調査広報班 主査 吉野美穂



福祉保健生活環境委員会次第

日時：令和４年４月１５日（金）１３：００～

場所：第５委員会室

１ 開 会

２ 生活環境部関係 １３：００～１４：３０

（１）令和３年度行政組織及び重点事業等について

（２）諸般の報告

①県計画等の策定・変更スケジュールについて

②第１１次大分県交通安全計画の策定について

（３）その他

３ 病院局関係 １４：３０～１５：１５

（１）令和３年度行政組織及び重点事業等について

（２）諸般の報告

①大分県立病院精神医療センターについて

②第四期中期事業計画の改定について

（３）その他

４ 福祉保健部関係 １５：２０～１６：５５

（１）令和３年度行政組織及び重点事業等について

（２）諸般の報告

①新型コロナウイルス感染症について

②保育所等待機児童数について

③大分県循環器病対策推進計画について

（３）その他

５ 協議事項

（１）県内所管事務調査について

（２）県外所管事務調査について

（３）その他

６ 閉 会
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別 紙 

会議の概要及び結果 

二ノ宮委員長 ただいまから、委員会を開きま

す。 

 これより病院局関係の説明に入ります。説明

に入る前に、本日は初めての委員会でもあるの

で、まず私から御挨拶を申し上げます。 

  〔委員長挨拶〕 

二ノ宮委員長 では、委員の皆さんの自己紹介

をお願いします。 

  〔委員自己紹介〕 

二ノ宮委員長 また、本日は委員外議員として

守永議員、猿渡議員に出席いただいています。 

 ここで、委員外議員の発言について、委員の

皆さんにお諮りします。 

 委員外議員からの発言の申出については、会

議規則により委員会がそれを許すか否かを決め

ると定められていますが、委員から個別に御異

議が出た場合を除き、発言の許可については今

後委員長に御一任いただきたいと思いますが、

よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 御異議がないので、委員外議員

の発言の許可については、私に御一任いただき

ます。 

 また、委員外議員の皆さんにお願いします。 

発言を希望する場合は、委員の質疑の終了後

に挙手し、私から指名を受けた後、長時間にわ

たらないよう要点を簡潔に御発言願います。 

 なお、進行状況を勘案しながら進めていくの

で、委員外議員の皆さんはあらかじめ御了承願

います。 

 次に、事務局職員を紹介します。 

 議事課の飛鷹君です。（起立挨拶） 

 政策調査課の吉野君です。（起立挨拶） 

続いて、執行部の自己紹介をお願いします。 

〔井上病院局長挨拶〕 

〔幹部職員自己紹介〕 

二ノ宮委員長 それでは、病院局関係の令和４

年度行政組織及び重点事業等について、執行部

の説明を求めます。 

塩月病院局次長兼県立病院事務局長 本日御説

明するのは、令和４年度病院局の組織と令和４

年度大分県病院事業会計予算です。  

説明は、本日お配りしているＡ４横の福祉保

健生活環境委員会資料で御説明します。 

委員会資料の２ページ目をお開きください。  

大分県病院局の組織について御説明します。  

一番上から診療科部門は循環器内科部をはじめ

とする２５科部、中央診療部門は放射線科部な

ど１１科部ですが、一番下の太枠で囲んでいる

臨床研究部は円滑に臨床研究を進められるよう

支援体制を強化するために、今年度新設したも

のです。医療技術部門は薬剤部など５科部、そ

のほか看護部、事務局、管理室等、がんセンタ

ー、総合周産期母子医療センター、循環器セン

ター、一昨年１０月に開設した精神医療センタ

ーからなっています。 

次に、資料の４ページをお開きください。 

令和４年度大分県病院事業会計予算について

御説明します。  

４ページの表の説明に入る前に、この２年間

の新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ

ての令和４年度の予算編成についてです。 

新型コロナウイルス感染症の再拡大も懸念さ

れますが、職員のこれまでの経験を踏まえた入

院調整等の各種対応やワクチン接種、さらには

治療薬の普及等が見込まれることから、その影

響も徐々に薄まっていくものと考えており、令

和４年度の患者数は、新型コロナの感染拡大前

の令和元年度の患者数に向かって緩やかに回復

すると見込んでいます。  

それでは、１の令和４年度当初予算と令和３

年度当初予算の比較の上段、収益的収支予算の

表を御覧ください。 

令和４年度当初算の単年度損益は２億１，３

００万円の黒字を予定しており、令和３年度の

比較では１億６００万円の増益と見込んで編成

しています。  

また、下の表の資本的収支予算について、企
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業債等の資本的収入は１６億５，６００万円、

改築事業費等の支出は３３億９，１００万円と

なります。詳細については５ページ以降で御説

明します。  

次に、２の令和４年度一般会計負担金の内容

ですが、これは県立病院が行う精神医療センタ

ーやがん治療部門、救命救急部門など、政策医

療の不採算部門の運営や、施設・設備の建設改

良に充当した企業債の償還に必要な経費などに

ついて、地方公営企業法に基づき一般会計から

支出するものです。  

令和４年度予算額は左から二つ目にあるよう

に１０億８，４６４万２千円となり、３年度と

比べ３億９，２６９万２千円の減額です。  

増減要因としては、右側の主な増減理由にあ

るとおり、平成４年の病院建替時における企業

債の一部の償還が終了したことや、精神医療セ

ンターの増収によりセンターの赤字補 分の一

般会計負担金が減額となったことなどです。  

この負担金を受け入れる病院事業会計の受入

予算科目について、御説明します。  

５ページを御覧ください。  

右の表の一つ目、医業外収益負担金交付金の

うち、説明欄上段の地方公営企業法に基づく一

般会計負担金、その二つ下の資本費繰入収益、

７ページをお開きいただき左の表の二つ目、資

本的収入の他会計負担金の三つの合計が、一般

会計負担金１０億８，４６４万２千円と合致し

ます。  

それでは５ページにお戻りください。  

令和４年度予算の概要を千円単位で記載して

います。まず、１収益的収入及び支出のうち、

（１）病院事業収益について御説明します。  

左側の表ですが、医業収益は入院収益、外来

収益などの合計です。入院収益、外来収益はと

もに令和３年度の決算見込を参考にして増収と

しています。増収の主な要因としては、コロナ

禍による受診控えにより減少した患者数が緩や

かに回復すると見込んでいることや、化学療法

による抗がん剤治療の増加等による診療単価の

上昇などによるものです。  

次に、医業外収益は受取利息配当金、一般会

計や国からの補助金、さきほど御説明した一般

会計負担金を含む負担金交付金などを合わせて

資料右中段の小計欄にあるように、１４億９，

８１３万円です。  

ほかに特別利益を加え、病院事業収益は合計

欄にあるように、２０１億５，３２８万３千円

です。 

６ページをお開きください。  

（２）病院事業費用についてですが、職員の

給与費、薬品費等の材料費、減価償却費などで

構成される医業費用に医業外費用、特別損失を

加え、右の表の一番下の合計欄にあるように１

９９億４，０４９万６千円です。  

次のページを御覧ください。２資本的収入及

び支出についてです。  

（１）の資本的収入は、左の表に掲載してい

る企業債、負担金で構成され、合計１６億５，

６３７万１千円です。 

また、右の表（２）資本的支出は建設改良費

と企業債償還金及び他会計からの借入金償還金

で構成されており、建設改良費のうち資産購入

費は１６億１，５９２万円で、病院総合情報シ

ステムの更新等をすることとしています。 

その下の改築事業費は自家発電設備等浸水対

策工事で１０億５，６５３万３千円、その下の

企業債の償還元金の返済である企業債償還金は

６億９，８８６万２千円、他会計からの借入金

償還金は１，９５７万円です。 

以上、資本的支出を合計すると３３億９，０

８８万５千円です。また、表の下の欄外に記載

していますが、資本的収入額が資本的支出額に

対して不足する額は、これまでどおり内部留保

資金で補 することとしています。  

なお、４の債務負担行為にあるとおり、さき

ほどの病院総合情報システム更新や自家発電設

備等浸水対策工事については４年度分の予算額

であり、総額は病院総合情報システム更新が１

５億１，９９０万円、自家発電設備等浸水対策 

工事が１３億２，０６６万６千円です。 

二ノ宮委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見など

はありませんか。 
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〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 委員外議員から何か質疑等はあ

りませんか。 

猿渡委員外議員 昨日から大変お疲れ様です。 

コロナ対応などで大変多忙を極める中、本当

にいろいろな努力をされていることと思い、敬

意を表します。 

 そういう中で、一般的に公的な職場はＩＴ化

が遅れていることを耳にしますが、業務の効率

化でやはり貴重な人材の活用という面でさらに

ＩＣＴ化と言うかＩＴ化を進め、効率化を進め

ることも大事と思います。 

その点はどうなっているのか、今後さらに進

める考えがあるのか教えてください。 

佐藤県立病院長 ＩＴ化に関してはコロナ禍も

ありますが、さきほどの予算にもある、電子カ

ルテシステムの中にある広報や出退勤の簡素化

とかＷｅｂ上でのやり取りも念頭に置いて徐々

に進めていく方針です。 

今回、電子カルテシステムが乗っかるので、

かなりその辺で一挙にＩＴ化を進めようという

部分があります。それから今、社会的な問題に

なっている働き方改革という意味での出退勤シ

ステムも、人事や電子カルテシステムとも連動

させＩＴ化を図る部分があります。 

 外部的にはこの電子カルテシステムの回送と

あわせて院内外の情報システム――少なくとも

患者の照会、情報提供、国も県も進めている処

方箋のＩＴ化、それから紙運用でない病院と薬

局同士のやり取りも盛り込み、徐々にＩＴ化を

進めていく方針です。 

一足飛びにはいきませんが、年単位で進めて

いく計画を立案し、今年度に関しては電子カル

テのかなりの部分をそこに含まれるものとして

進められると考えています。 

井上病院局長 ＩＴ化すれば直ちに効率化し、

職員がいろんな意味でリスクを避けられ、いろ

んなメリットがあると思いますが、実はこれが

３世代目の電子カルテです。 

やっとそういうのが目に見えて職員にも実感

してもらえるようになってきました。いきなり

いろんなことをデジタル化したり電子化するこ

とが、即効率化とか職員の仕事が楽になるとか

助かるとか、そうはなかなかならない。これは

委員の皆様も御経験のことと思います。 

 ２世代目、３世代目は大体７年ごとぐらいに

更新するわけですが、やっと３世代目になって、

院長が申したようないろんな恩恵を、職員や患

者自身が実際感じられるバージョンアップにな

ってきます。 

これは細かいことを言えばいくらでも出てく

るでしょうが、ざっくり言えばそういうことで

す。３世代目になってやっと目に見える。それ

まではものすごくお金がかかります。１５億円

近くかかるわけです。実際にこれをまた７年ご

とにランニングしていくとなると、年間２億円

近いお金がかかります。つまり、７年で３０億

円近くかかるわけです。こういうことを繰り返

しながら、やっと希望に近いものがだんだん見

えてくるし、受益者もそれが実感できるように

なります。投資の額としては大きいものです。 

 ただ、これは進めていきたい。できる限りい

いものを入れていきたいという病院の方針は変

わりません。 

守永委員外議員 ２ページの病院局の組織機構

の中で、臨床研究部が新たに新設されたと説明

がありましたが、今年度の編成でどのような目

的で設置されたのか教えていただきたい。 

佐藤県立病院長 臨床研究部の主な目的は、当

院での薬剤、治療法などの患者に関係する臨床

研究を円滑に行うことです。 

 臨床研究は議員も御存じのように、御本人へ

のインフォームドコンセント――薬剤のしっか

りした説明、同意、途中での治療撤回、御家族

も含めて安全性と危険性のきちんとした説明な

ど、これは治験であり、まだ承認前の検査治療

なので、その同意を得る手続が非常に細かく、

厳しくあります。 

そういう事務手続、必要な説明と同意を得ら

れていたかのチェック。それが成り立った後に

は治療薬の入荷、それから投与法の確かさ、医

師の診療録への記載、それを回収してのデータ

の提出という一連の、かなり細かい多職種にわ

たる作業が必要になります。今まで当院では、
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一部の部署では治験コーディネーター等が入っ

てそこを埋め合わせていましたが、病院全体と

してはそういうシステムはありませんでした。 

臨床研究部を設置し、医師、治験コーディネ

ーター（ＣＲＣ）、それから場合によってはそ

の方たちと製薬会社、業者とのやり取りの窓口

をつくろうと。もう一つは、業務に抜けがない

ようにチェックシステムを臨床研究部に持たせ

て、治験の最後に手続が不足していたとか不十

分な点がないようにチェックする目的で、病院

全体としてつくりました。 

 要員ですが、現在は部長１名、これは倫理委

員会の委員長を兼ねていますが、あとは副部長

２名、ＣＲＣの２名でスタートしようと。幸い

ＣＲＣは今１名決定者がいますが、もう１名は

募集中の段階で、スタートさせようと。現在、

当院ではこの対象として１００件くらいの治験

が動いています。 

最初に申したように、ほとんどが今医師の主

導で書類を書き、事務的なチェックを受けなが

ら、医師業務からすると非効率的なところもあ

るのでそこはまとめて。年間にすると同時にし

ているのが２０治験ぐらい、多いときで３０治

験ぐらいと思うので、その数の業務を臨床研究

部で一括管理する目的です。 

三浦委員 冒頭、病院事務局長からの３点重点

的に取り組んでいるという説明の中で、一番最

後の災害、浸水の関係です。 

災害拠点病院でもあり、当然、県の基幹病院

でもある中、これまで県の地域防災計画並びに

地震・津波防災アクションプラン等が県で示さ

れ、この浸水想定がもう既に数年前からできて

いたと思います。 

このタイミングでの予算措置が来年度の出水

期なので、タイミング的にどうなのか、しっか

り我々も議論すべきだと思いますが、その辺の

タイミング的なものはいかがかと思います。 

井上病院局長 予算化して進め始めた時期が少

し遅いのではないかというニュアンスの御発言

と受け止めました。 

おっしゃるとおり、実は、これは相当前から

災害浸水高の見直しが次々に行われる中、実際

にはこの情報を入手していて実際はもっと早く

やりたかったのですが、委員も御存じと思いま

すが、平成２８年頃から６年、７年かけて大規

模改修をやりました。 

そういう大きな事業を途中で変更してやるの

は大変技術的に難しいところもあって断念しま

した。できるだけ、その工事が終わって速やか

に取りかかるという思いで、去年からその計画

を立てて、議会に予算を通していただきました。 

そういう事情があって、本当はもっと早くや

りたい思いは確かにあり、その点は少し反省し

ていますが、ほかの事業も進行、進捗状況があ

ったので、少し遅れてしまいました。 

二ノ宮委員長 ほかによろしいでしょうか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 ほかに質疑もないようですので

これをもって、令和４年度行政組織及び重点事

業等を終わります。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 別にないようですので、これを

もって病院局関係を終わります。 

 執行部はお疲れ様でした。 

 

〔病院局退室、生活環境部入室〕 

 

二ノ宮委員長 これより生活環境部関係の説明

に入ります。 

 説明に入る前に、本日は初めての委員会でも

あるので、まず私から御挨拶を申し上げます。 

  〔委員長挨拶〕 

二ノ宮委員長 では、委員の皆さんの自己紹介

をお願いします。 

  〔委員自己紹介〕 

二ノ宮委員長 また、本日は委員外議員として

守永議員、猿渡議員に出席いただいています。   

次に、事務局職員を紹介します。 

 議事課の飛鷹君です。（起立挨拶） 

 政策調査課の吉野君です。（起立挨拶） 

 続いて、執行部の自己紹介をお願いします。  

〔高橋生活環境部長挨拶〕 

  〔幹部職員自己紹介〕 
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二ノ宮委員長 それでは、生活環境部関係の令

和４年度行政組織及び重点事業等について、執

行部の説明を求めます。 

高橋生活環境部長 それでは、生活環境部の行

政組織及び重点事業等について、お手元の生活

環境部の福祉保健生活環境委員会資料により説

明します。 

 資料の２ページをお開きください。 

 まず、生活環境部の組織ですが、本庁は防災

局を含め、生活環境企画課から消防保安室まで

の本庁９課４室と衛生環境研究センター、消費

生活・男女共同参画プラザ、食肉衛生検査所、

動物愛護センター及び消防学校の五つの地方機

関で構成されています。 

 次に職員数ですが、令和４年４月１日現在で

の職員総数は本庁が１５５名、地方機関が９３

名の計２４８名となっています。 

続いて、３ページをお開きください。 

 令和４年度の生活環境部関係の予算について

説明します。 

予算総額は、表の左から２列目４年度当初予

算額（Ａ）の一番下合計欄１２５億７，４７１

万４千円です。これを、その右の３年度当初予

算額（Ｂ）と比較すると、（Ａ）―（Ｂ）の一

番下合計欄、額にして５億１，３１２万１千円、

率にして９６．１％で、３．９％の減となりま

す。 

 この主な理由は、生活基盤施設耐震化等交付

金事業費や衛生環境研究センター検査機器整備

事業費などの減によるものです。 

次に、予算のポイントについて説明します。 

一つ目、おおいたうつくし作戦の推進です。 

 豊かな天然自然を守り、地域資源を活用した

取組を進めるとともに、プラスチックごみの削

減や２０５０年カーボンニュートラルの実現に

向けた緩和策の推進に加え、気候変動への備え

を加速させます。 

 次に、４ページをお開きください。 

 二つ目は、安全・安心を実感できる暮らしの

確立です。 

 交通安全については、横断歩道でのマナーア

ップや自転車の安全利用を推進します。また、

消費者の安心については、複雑多様化する消費

者トラブルの未然防止対策を強化します。加え

て、飲食店での新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止を図ります。 

三つ目は、人権を尊重し共に支える社会づく

りの推進です。 

配偶者やパートナーからの暴力等は、社会不

安やストレスに起因する被害の増加も懸念され

ているため、相談しやすい体制づくりや支援の

充実・強化、暴力の根絶に向けた教育啓発等を

進めます。 

四つ目は、多様な主体による地域社会の再構 

築です。 

地域コミュニティ機能を維持していくため、

地域の課題を住民や行政とともに解決すること

ができるＮＰＯとの協働を進めるとともに、小

規模集落等の水問題解決に向けた取組を支援し

ます。 

次に、５ページをお開きください。 

 五つ目は、強靱な県土づくりと危機管理体制

の充実です。 

近年のたび重なる自然災害に対応するため、

民間活力や先端技術等を活用した、より実効性

のある防災・減災対策を推進します。また、災

害時要配慮者の避難を支援する仕組みづくりや、

個人や家庭での防災の日常化を推進するため、

防災教育・啓発を強化します。 

六つ目は女性が輝く社会づくりの推進です。 

 大分県版地方創生を確実に進めるため、男女

がともに責任を分かち合い、個性と能力を十分

に発揮できる社会の実現を図ります。また、技

術を持った女性人材を育成し、安定的な雇用に

つなげるとともに、次世代を担う女性の科学技

術人材の育成に取り組みます。 

七つ目、生涯にわたる力と意欲を高める「教

育県大分」の創造です。 

ＩＣＴ活用教育の充実など、私立学校の教育

条件向上につながる取組への支援をはじめ、情

報化社会における青少年及び保護者等の情報モ

ラルや情報リテラシーの向上に取り組みます。 

私からは以上ですが、引き続き、担当課室長

から重点事業等について説明します。 
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首藤生活環境企画課長 資料の６ページをお開

きください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 職員数は部長、審議監を含めて１９名、主な

事務としては部の総合企画、組織及び定数の管

理、人事及び予算の総括等に加え、交通安全対

策に関する県民運動の実施、市町村の避難所運

営支援などを行っています。 

地方機関は、衛生環境研究センターを所管し

ています。職員数は２９人で、主な事務は保健

衛生及び環境保全に関する試験検査や調査研究、

情報の収集、提供等を行っています。 

次に、２の重点事業です。 

まず、（１）優しいマナーと思いやりの運転

県おおいた推進事業６４５万２千円です。 

この事業は、交通事故を抑止するため、幅広

い年代に向けた交通安全対策を実施するもので

す。 

高齢者への交通安全体験講座等を実施すると

ともに運転免許証の自主返納を支援します。ま

た、交通マナーアップ対策として、横断歩道で

の車の停止率向上に向けて歩行者とドライバー

双方が手を挙げるなどして思いやりの心を伝え

合う取組を展開します。 

次に、（２）市町村避難所運営等強化事業１

５８万円です。 

 この事業は、住民と協働した避難所運営を促

進するため、市町村の避難所運営体制を強化す

るものです。 

 前年度に引き続き、自主防災組織や市町村等

を対象に感染症対策に加え、女性の視点も踏ま

えた避難所運営の訓練を開催するとともに、マ

ンパワー不足が懸念される市町村が自主防災組

織や防災士を募り、避難所運営協力者リストを

作成する際の支援をします。 

佐藤うつくし作戦推進室長 資料の７ページを

御覧ください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 職員数は７名で、主な事務としておおいたう

つくし作戦の推進や環境教育等による人材育成

など、環境政策や環境保全に関する事業に取り

組んでいます。 

 次に、２の重点事業です。 

 まず、（１）おおいたうつくし作戦推進事業

１，４２１万６千円です。 

この事業は、美しい自然と快適な地域環境を

将来の世代へ継承するため、まちづくり・ひと

づくり・なかまづくりをテーマに、おおいたう

つくし作戦を展開するものです。 

 おおいたうつくし推進隊と住民等の連携によ

る環境保全活動への支援などを行います。 

次に、（２）３Ｒ普及推進事業１，９３４万

７千円です。 

この事業は、リデュース、リユース、リサイ

クルの３Ｒを通じた循環型社会の構築を推進す

るため、喫緊の課題である食品ロス対策及びプ

ラスチックごみ対策を行うものです。 

食品ロス対策では、企業等でのフードドライ

ブ実施に向けた普及啓発、事業系食品ロスの削

減に向けた優良な取組事例集を作成し啓発に活

用するなど食品ロス削減に向けて取り組みます。 

プラスチックごみ対策では、プラスチック代

替品の利用促進を図るとともに、主に若い世代

に向けてアートの力を活用した意識啓発に取り

組みます。 

岩男脱炭素社会推進室長 資料の８ページをお

開きください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 職員数は５人で、主な事務として地球温暖化

対策の推進に関する企画及び調整に関すること

や気候変動適応法の施行に関することなど、脱

炭素社会に向けた事業に取り組んでいます。 

 次に、２の重点事業です。 

地域気候変動対策推進事業５，２７５万５千

円です。 

この事業は、２０５０年カーボンニュートラ

ルの実現に向け、さらなる排出削減による温暖

化緩和の取組とともに気候変動の影響に対する

適応策を充実させるものです。 

緩和策については、地域特性をいかして脱炭

素に取り組む脱炭素先行地域の創出に向け、次

世代型再エネ設備導入等を含む調査・検討を行

うなど、県有施設等における脱炭素化を進めま

す。また、新たに学生地球温暖化防止活動推進
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員制度を創設し、若年層による温暖化防止活動

の普及啓発を強化します。 

浜田自然保護推進室長 資料の９ページを御覧

ください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 職員数は１３人で、主な事務として生物多様

性に関すること、温泉法の施行に関すること、

ジオパーク、ユネスコエコパークの推進に関す

ることなど、本県の豊かな自然の保全と資源の

有効活用に向けた事業に取り組んでいます。 

次に、２の重点事業です。 

まず、（１）の「山の日」レガシー推進事業

１，３００万円です。 

 この事業は、第５回「山の日」記念全国大会

を契機に豊かな自然を守り、次の世代に引き継

ぐための取組を展開するものです。 

希少野生動植物の保全活動等を行う団体に対

して必要な経費を補助するとともに、コロナ禍

でのアウトドア志向の高まりを誘客につなげる

ため、山や海、川のアクティビティやキャンプ

場等のアウトドア情報に特化したＷｅｂサイト

を開設し、情報を発信します。 

次に、（２）の生物多様性保全推進事業１，

１７２万４千円です。 

この事業は、豊かな自然と生態系を次世代に

引き継ぐため、生物多様性の保全を推進するも

のです。主な内容を２点説明します。 

一つは、カモシカの保護対策です。絶滅の危

機にあるカモシカの生息状況の調査等を行い、

有効な保護対策を検討します。次に、第３次生

物多様性おおいた県戦略の策定です。本県にお

ける生物多様性保全の基本方針となる県戦略を

改訂し、今後の目指すべき方向性を新たに示し

ます。 

河野県民生活・男女共同参画課長 資料の１０

ページをお開きください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 本庁の職員数は２４名であり、地方機関であ

る大分県消費生活・男女共同参画プラザの職員

が兼務しています。事務分掌は、県民の日常生

活に深く関わる消費者行政に関する事務のほか

犯罪被害者等への支援、男女共同参画社会づく

り、ＮＰＯ等と連携した県民活動の推進などで

す。 

次に、２の重点事業です。 

  まず、（１）の女性が輝くおおいたづくり推

進事業２，７３７万８千円です。 

この事業は、女性が活躍でき男女が共に働き

やすい社会の実現を図るため、女性が輝くおお

いたアクションプランに基づき経済団体等と連

携し、各種取組を進めるものです。 

無意識の思い込みであるアンコンシャス・バ

イアスを知ってもらう、気付いてもらう、対処

してもらうため、企業に対する研修や動画を活

用した啓発等を実施し、女性の活躍を推進しま

す。また、男性の家事参画を促進するためのセ

ミナーやキャリアを中断した女性の社会参画を

促すエンパワメント講座等を実施します。 

次に、（２）の消費生活安全・安心推進事業

４，７０６万７千円です。 

この事業は、県民の消費生活の安全・安心の

確保を図るため、市町村に配置する消費生活相

談員の国家資格の取得をオンライン講座を通じ

て支援するなど、相談体制の充実を図るもので

す。また、成年年齢の引下げに伴う若年者の消

費者被害の未然防止を図るため、消費者教育コ

ーディネーターを県内の高校に派遣し、巣立ち

教育出前講座の実施などの啓発指導を強化しま

す。 

大海私学振興・青少年課長 資料の１１ページ

を御覧ください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

職員数は１８名で、主な事務として私立小中

高等学校への助成などの私立学校に関する事務

や、青少年の健全育成に係る行政の総合企画及

び青少年の健全な育成に関する条例や子ども・

若者育成支援推進法の施行に関する事務などに

取り組んでいます。 

 次に、２の重点事業です。 

まず、（１）私学振興費３７億８，６７１万

１千円です。 

この事業は、公教育の一翼を担う私立学校の

教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、学校

経営基盤の健全性確保のため、県内に私立小中
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高等学校を設置する学校法人に対し運営費の一

部を助成するものです。 

進学や就職、スポーツ、文化など各分野での

特色ある私立学校づくりを支援します。 

次に、（２）私立学校理工系女子育成支援事

業７４９万２千円です。 

この事業は、女子生徒の理工系分野への興味

や関心を醸成するため、身近なロールモデルで

ある県内企業や大学で活躍する女性と接する機

会を設定するものです。 

次に、（３）私立高等学校授業料減免支援事

業２億８，５７４万４千円です。 

この事業は、国の授業料実質無償化の対象と

ならない世帯を対象に、令和２年度に県独自の

新たな支援制度を創設したものです。 

意欲ある生徒の教育を受ける機会を確保する

ため、私立高校生の保護者の経済的負担の軽減

に取り組みます。 

 最後に、（４）青少年等自立支援対策推進事

業４，７０７万４千円です。 

この事業は、ニートやひきこもり等社会的自

立に悩みを抱える本人及びその家族を支援する

ため、おおいた青少年総合相談所及び子ども・

若者総合相談センターやひきこもり地域支援セ

ンターの運営等を行うものです。 

若松食品・生活衛生課長 資料の１２ページを

お開きください。 

 まず、１の組織、事務分掌です。 

 本庁の職員数は１１名で、主な事務として食

品の安全・安心確保対策、食育の推進、動物の

愛護及び管理、理容及び美容、旅館業等の衛生

対策などを行っています。地方機関の職員数は

３２名で、食肉衛生検査所及び動物愛護センタ

ーを所管しています。 

食肉衛生検査所では、厳正かつ科学的な検査

を実施し、県民に対し安全・安心な食肉の提供

に努めるとともに米国等海外への食肉輸出対策

を行っています。また、動物愛護センターは大

分市と共同で運営しており、職員数は１３名で

すが、そのうち大分市の職員が８名併任してい

ます。ボランティアと協働し、犬や猫の譲渡会

や動物愛護教育を実施するなど、人と動物が共

生できる社会の実現に努めています。 

次に、２の重点事業です。 

 まず、（１）「安心はおいしいプラス」認証

制度推進事業４，９８１万４千円です。 

 この事業は、飲食店における新型コロナウイ

ルス感染症の拡大を防止するため、第三者認証

制度を実施するものです。 

認証店舗における感染防止対策状況の現地確

認等を行い、認証制度の質を維持します。また

新たに認証を取得する店舗の現地調査や認証店

舗の利用を促すための広報啓発を行います。 

次に、（２）ＨＡＣＣＰフォローアップ事業

２，８１６万８千円です。 

この事業は、食の安全を確保するため、ＨＡ

ＣＣＰ（ハサップ）の導入に取り組む食品取扱

事業者を支援するとともに、導入後の実効性を

担保するための取組を推進するものです。 

実施状況の現地確認を行うほか、新規事業者

にＨＡＣＣＰ導入を支援するためセミナーの開

催やオンライン上で衛生管理計画を作成できる

Ｗｅｂ ＨＡＣＣＰの改修を行い、対応業種の

拡充を行います。 

北村環境保全課長 資料の１３ページを御覧く

ださい。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 職員数は１３人で、主な事務として、生活環

境の保全のため大気汚染、水質汚濁、騒音、振

動、悪臭等の公害の規制、ダイオキシン類等の

化学物質対策、水道施設の整備及び環境影響評

価に係る事務などに取り組んでいます。 

次に、２の重点事業です。 

まず、（１）の小規模集落等水源整備支援事

業２，４００万円です。 

この事業は、小規模集落等の水問題を解決す

るため、新たな水源確保等に取り組む市町村に

対して補助するものです。 

困窮度が高く早急な整備が必要な地区の施設

整備を行う市町村を支援することにより、生活

の基盤となる水を確保し、地域の活力維持につ

なげていきます。 

次に、（２）大気環境監視推進事業９５２万

３千円です。 
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この事業は、大気汚染物質の適切な削減対策

を講じるため、ＰＭ２．５の成分分析等を実施

するとともにアスベスト飛散防止対策を行うも

のです。 

解体工事現場への立入りでは、建材中のアス

ベストを迅速に検出できるアスベストアナライ

ザーを活用する等、調査体制を強化するととも

に大気中の石綿濃度の測定体制を整備します。 

嶋﨑循環社会推進課長 資料の１４ページをお

開きください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

職員数は１３名で、主な事務として廃棄物の

減量化、再資源化、適正処理の推進、不法投棄

防止のための巡回監視やドローンを活用した上

空からの監視に加え、ＰＣＢ廃棄物の処理対策

や海岸漂着物の回収及び処理への支援などの事

業を行っています。 

次に、２の重点事業です。 

（１）廃棄物不法投棄防止対策事業９，９３

２万９千円です。 

この事業は、不法投棄による環境汚染を防止

するため、廃棄物の撤去や不法投棄の防止に取

り組むものです。 

不法投棄多発エリアには、先端技術を活用し

た不法投棄防止対策としてＡＩカメラを導入し

ます。リアルタイムで不法投棄を覚知し、行為

者を特定することにより、早期の被害回復や再

発の防止につなげていきます。 

（２）循環イノベーション創出事業２，８２

６万２千円です。 

この事業は、プラスチックごみや焼却灰など

廃棄物のリサイクルを進めるため、県内市町村

や企業と連携し、新たな処理体制の構築を目指

すものです。 

具体的には、プラスチックごみの分別収集を

促進するため市町村の廃棄物収集車両に運行管

理システムを導入し、効率的な処理体制の構築

を進めるとともに市町村から出る焼却灰の資源

化促進を支援するなど、循環型社会づくりに向

けて諸課題の解決を図ります。 

御手洗審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課

長 資料の１５ページを御覧ください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

職員数は１０名で、主な事務として部落差別

問題をはじめ女性、障がい者、外国人、性的少

数者など様々な人権課題について、人権尊重社

会の確立を目指して各種施策を展開します。 

次に、２の重点事業です。 

まず、（１）人権施策推進事業４０９万６千

円です。 

この事業は、社会が多様化するなかで発生す

る様々な人権課題を解決するため、人権尊重施

策基本方針に基づく取組を推進するものです。 

基本方針の重要課題の一つである性的少数者

への理解促進については、調査研究会を今年度

は４回開催し、課題や施策についての議論を深

め、秋頃をめどに結果をまとめることとしてい

ます。 

次に、（２）人権啓発環境整備事業２８９万

７千円です。 

この事業は、効果的かつ計画的・体系的な人

権教育・啓発を行うため、人材育成や啓発教材

の整備などを行うものです。 

令和４年度は新たに県に登録した人権研修講

師のスキルアップを目的に、様々な人権課題の

知識や講演技術を習得するため、実践型フォロ

ーアップ研修を実施します。 

後藤防災対策企画課長 資料の１６ページをお

開きください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 職員数は防災局長、防災危機管理監を含めて

１７名で、主な事務として県地域防災計画の見

直しや、自然災害から県民の生命、身体、財産

を守るため、防災や減災に関する施策を推進し

ています。また、災害時には県災害対策本部等

を設置し、市町村や国等の防災関係機関と連携

して対応を行っています。 

次に、２の重点事業です。 

まず、（１）地域防災力強化支援事業３，９

６２万６千円です。 

この事業は、地域防災力の強化に向けた基盤

づくりや、地域に根ざした防災活動を促進する

ものです。 

防災活動の要となる防災士の養成やスキルア
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ップ研修を行うほか、早期避難のための災害時

要配慮者向けマイタイムラインの普及、住民や

福祉施設の避難訓練の支援に取り組みます。 

次に、（２）防災テクノロジー活用推進事業

１，２８４万円です。 

この事業は、自然災害が激甚化する中、災害

対応のさらなる高度化を図るため、先端技術の

活用に取り組むものです。 

大分県防災への先端技術の活用に関する検討

会の意見等を踏まえ、おおいた防災アプリへの

マイタイムライン作成機能の追加や大分県災害

対応支援システムとＳＮＳ情報との連携などを

行います。 

小野危機管理室長 資料の１７ページを御覧く

ださい。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 職員数は危機対策監を含めて９名で、主な事

務として国民保護対策や原子力災害対策、大規

模火災、事故等の危機管理事案の対応を行って

います。 

次に、２の重点事業です。 

（１）国民保護対策事業５８１万２千円です

が、この事業は、武力攻撃やテロ攻撃が発生し

た場合、関係機関相互の情報連絡や機能確認、

連携強化などの対処能力向上を目的に、国と共

同で国民保護訓練を実施するものです。 

令和４年度は、国東市で事案が発生したこと

を想定し、実動訓練を行う予定にしています。 

木許消防保安室長 資料の１８ページをお開き

ください。 

まず、１の組織、事務分掌です。 

 本庁の職員数は、豊後大野市の県央飛行場に

常駐している防災航空隊を含めて２０名で、主

な事務としては消防に関する市町村相互の連絡

調整に関する業務をはじめ火薬類の取締、高圧

ガスの保安、石油コンビナートの防災に関する

業務などを行っています。地方機関は大分県消

防学校を所管しています。職員数は８名で、県

内の消防職員、消防団員、消防関係者の教育訓

練を行っています。 

次に、２の重点事業です。 

（２）高機能消防指令センター共同整備支援

事業８３万８千円です。 

この事業は、市町村が行う県全域の１１９番

通報を一元的に処理する高機能消防指令センタ

ーの共同整備や運用を支援するものです。 

１１９番通報の一元的な処理について、令和

６年４月からの実施を目指して取組が進められ

ていますが、先月、整備事業への応募者の審査

が終わり、受託候補者が決定されました。 

令和４年度はセンター施設、新システムの整

備が始まるので、引き続きこれを支援します。 

二ノ宮委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見など

はありませんか。 

玉田委員 どうもお疲れ様です。今年また１年

間よろしくお願いします。 

 予算特別委員会でも聞きましたが、ニホンカ

モシカの件です。ユネスコエコパークのシール

では一つのキャラクターになっていて、かもし

かくんとなっているぐらい一様に貴重だと言う

か、やっぱり象徴的なものです。 

今１７頭と推測されていて、新聞報道などに

よると、さっき室長も言われたように効果的な

保護対策をすると書かれていたけれど、具体的

にどういうことを考えているのかと。 

まず、そもそも１０年ぐらい前からニホンジ

カが多くなって、それでニホンカモシカが少な

くなっているという指摘があります。それから

山の中が以前と比べて随分荒れているという指

摘もあって、そういう原因がいろいろあると思

います。 

そういう中で、今ここではすぐに回答は出な

いと思いますが、どうしてこれだけ減ってきた

のかということと、効果的な保護対策はどうい

うものがあるのかをこれから議論していくべき

と思います。 

またやり取りしていきたいですが、今の段階

で答えられる範囲でも結構なので、考えている

ことがあったら教えてください。 

浜田自然保護推進室長 減少の原因について、

今ちょっとこの場でお答えすることは難しいと

考えています。 

さきほど簡単に説明しましたが、今年度の事
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業では、カモシカの保護対策に取り組みます。

今考えていることは、まずは現状把握です。１

７頭という推計はありますが、本当に大分のエ

リアにそういった数がいるのかもまだきちんと

した情報を持っていないので、まずは定点カメ

ラをいろんな所に設置し、実際にどのくらいい

るのかという情報収集から始めます。 

その情報を収集する中で、例えば、カモシカ

の糞があれば、それのＤＮＡ鑑定をして個体の

識別をするなど、まずはそういったいろいろな

科学的な根拠を収集したいと考えています。今

年度中にどういう情報が集まるのか分かりませ

んが、その情報の集まり具合で次の展開を考え

ていこうと思います。 

玉田委員 多分１７頭という数字が、自然界に

ある中で回復可能な数字なのかも含め分からな

いとは思いますが、これはやっぱりとても絶滅

に近い状況になっているかもしれないので、こ

のことについてはしっかりと頑張ってほしいと

思います。どうかよろしくお願いします。 

三浦委員 正に県民の生活に直結する部分から

冒頭部長もおっしゃったように、地球規模の範

囲まで本当に広いなと、それぞれの課の話を聞

いて感じました。 

 そういった中、今年度当初の予算は知事が開

会日の提案理由の説明でポストコロナを見据え、

脱炭素社会の対応に力を入れていくと力強く

我々の前で表明しました。 

私は大分県は非常に高いポテンシャルを秘め

ていると思っていますが、脱炭素社会対応、計

画等はこれから少し国でも数値が変わってきて

いるので、その辺の改定等はあると思いますが、

ぜひ部長の意気込みを、せっかくなのでこの機

会に伺います。 

高橋生活環境部長 非常に意気込んでいます。 

正に地球規模の話であり、これから脱炭素が

できないと、日本が孤立するのではという話も

あります。このまま進んでいくと温暖化にもつ

ながるので、本県でできることは僅かなことか

もしれませんが、これは正に一つのチャンスで

もあると思います。 

これを機会に打って出ると言うか、そういっ

たところまでの力はありませんが、気合でやっ

ていきたいと思っているので、ぜひ応援してい

ただきたいと思います。 

三浦委員 ありがとうございます。この１年間

我々も委員会として、しっかり応援や後押しを

させていただきます。 

 もう１点が、大きな話ではなく、ちょっと私

の地元の話になってしまいますが、イスラム教

会の土葬の関係です。 

水質の関係で、日出町から県へ相談や、もし

くはいろいろな形の問合せ等が来ていると思い

ます。言える範囲で構わないので、認可するか

しないかは別ですが、今の状況を教えていただ

きたいと思います。 

若松食品・生活衛生課長 御指摘のあった日出

町内のイスラム墓地の計画についてですが、当

初の計画からちょっと場所を変えてトラピスト

修道院がある上の方になりました。杵築市の住

民から、設置反対の声が先週の４月１２日にも

ありました。 

日出町長でその陳情書を受けたと聞いていま

す。その中で水の問題がありますが、一応その

設置場所は、今問題とされている水源地から５

５０メートルほど離れています。通常、土葬は

海外で主流になっていますが、ＷＨＯ等の基準

で２５０メートルとか墓地の規模によって３５

０メートルといったデータがありますが、それ

は優に越えているという部分が一つ。 

 また、山の形状です。谷があるので実際問題

水の問題はないのではと、環境保全課やこちら

の担当も現地を見て、一応日出町にそういった

データ等を渡しました。 

 また、先日の陳情を受け、町長が判断される

ので、今後、県としては必要に応じて助言等し

ていきます。 

三浦委員 ありがとうございました。これまで

の経緯もよく分かります。しっかりこれからも

そういった問合せ等あれば、助言をぜひお願い

したいと思います。 

二ノ宮委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 委員外議員の方、御質疑はあり
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ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 ほかに質疑もないようですので

これをもって、令和４年度行政組織及び重点事

業等を終わります。 

 次に、執行部より、報告をしたい旨の申出が

あったのでこれを許します。 

 ①から③の報告をお願いします。 

高橋生活環境部長 資料の１９ページをお開き

ください。 

今年度、生活環境部において策定・変更を行

う予定の条例や計画について説明します。条例

は３件あり、３件とも法律の改正にあわせて関

係条例の一部改正を行うものです。 

 ２０ページをお開きください。計画は五つで

す。 

番号１については、地球温暖化対策の推進に

関する法律の一部改正に伴い県の温室効果ガス

の排出削減目標等を見直すものです。本計画は

庁内関係部局だけでなく、外部有識者の意見等

も取り入れ、幅広く議論し進めます。スケジュ

ールについてはできるだけ慎重かつ丁寧に進め

たいと考えており、今後変更となる可能性があ

ります。 

番号２と３は、上位計画である国の計画の見

直しに伴い変更するものです。 

番号４と５は、現行の計画が終期を迎えるた

め、次期計画の策定を行うものです。 

今後、表右端にあるスケジュールに沿って作

業を進めます。適宜、その概要等を本委員会で

委員の皆様に報告するので、よろしくお願いし

ます。 

大海私学振興・青少年課長 第４１回大分県少

年の船運航事業について報告します。 

資料の２１ページをお開きください。 

本事業ですが、大分県の明日を担う青少年の

健全な育成を図るため、少年の船を運航して学

校や家庭では体験できない船内外での研修及び

集団活動を通じて、青少年の社会性や生きる力

を育むことを目的としています。 

本年度の方針ですが、３年ぶりとなる船の運

航を目指して準備を進めてきましたが、新型コ

ロナウイルス感染症の１０代の感染拡大や新た

な変異株の出現など、最近の感染拡大状況を踏

まえ、研修方法を変更して今年度も香々地青少

年の家において、陸上研修を実施することが実

行委員会で決定されました。 

なお、昨年度までの陸上研修は１泊２日の行

程でしたが、今年度は２泊３日に拡充すること

としており、自然体験学習や平和学習など、新

たな研修項目を盛り込むことで参加者に満足し

ていただくとともに、研修効果も高めます。 

小野危機管理室長 資料２２ページをお開きく

ださい。 

日出生台演習場における米軍実弾射撃訓練の

実施についてです。 

１概要ですが、当該訓練は沖縄県の基地負担

軽減を目的に、在沖縄米軍による沖縄県道１０

４号線越え実弾射撃訓練を、国の責任で本土の

五つの国演習場において分散・実施されるもの

です。本県では日出生台演習場において平成１

０年度以降１４回実施されており、今回で１５

回目となります。 

２の今回の実施期間及び内容ですが、防衛省

より本年２月１７日に令和４年度の訓練計画が

発表され、３月２４日には詳細な訓練日程が公

表されました。九州防衛局からは、演習場には

４月１０日に先遣隊が、４月１１日から１２日

にかけて本隊が到着し、明日１６日からの訓練

開始に向けて準備中であると聞いています。 

３の県及び四社協の対応についてですが、訓

練計画公表後の２月２１日には、訓練日程につ

いて新学期開始時期や連休期間中は避けること

などを九州防衛局長へ要請しました。また、今

回の訓練日程等の伝達を受け、翌日３月２５日

には、防衛大臣及び九州防衛局に対し、日出生

台演習場の米軍使用に関する協定等の遵守や新

型コロナウイルス感染症対策の徹底、訓練に関

する早期かつ適切な情報の開示、安全管理の徹

底等を要請しました。 

４県の対策ですが、県としては地元市町と現

地連絡事務所を設置し、職員を常駐させ、演習

場及び演習場周辺での現地情報の収集を実施す

るとともに、射撃期間中は演習場周辺の巡回や
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児童生徒の通学時の見守りを実施することとし

ています。 

今後も、地元自治体や九州防衛局とも連携し 

て住民の皆様の不安解消、安全安心の確保に努

めたいと考えています。 

二ノ宮委員長 以上で説明は終わりました。 

ただいまの報告について、質疑、御意見など

はありませんか。 

元吉委員 少年の船の陸上研修を、２泊３日で

香々地青少年の家で行うということで、非常に

いいと思います。大体１泊２日が多いですが、

子どもたちにとって２晩一緒にいることは非常

に濃厚になると思いますが、できたら２泊３日

でどういうことをやるのか。 

内容が分かった段階で教えていただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

大海私学振興・青少年課長 ここ２年間は香々

地青少年の家で１泊２日ということで、アンケ

ートを取ると、研修自体の満足度は高かったの

ですが、やっぱりもう少し長くいたかったとい

う意見もあり、そういった意味も踏まえ、今回

２泊３日という設定をしています。 

 また、具体的にはそこはフィードバックとか

いろいろできます。今後、具体的な自然体験学

習等を検討していくので、そこら辺が分かった

ら、また御説明します。 

二ノ宮委員長 委員外議員の方、御質疑はあり

ませんか。 

猿渡委員外議員 お疲れ様です。日出生台の件

は県としても、いつも国に一生懸命働きかける

などいろんな努力をされています。そこは評価

しますが、今回ハイマースが２両運び込まれた

ということで、こういう情報も監視している住

民の皆さんが、何かこれはちょっと今まで見た

ことないものだということで発信されたところ

から、ハイマースだと分かったのではないかと

私は受け取っています。 

そういう情報が入ってこないのか。今までも

新たなものが導入されたときに、そういう形が

多かったかと思いますが、その辺の情報収集の

問題がどうなのかが１点。 

 あともう一つ、今回、特にコロナ感染の心配

があるので、街に出ることもあり得るという報

道ですが、やはり今回ちょっと街に出てもらっ

ては困ると私は思いますが、そういう要請をし

たのか。 

 それと、３月にも少し言いましたが、詳しい

方に教えていただいたら、サクラソウとかの希

少植物が、演習場内にもあると聞きました。サ

クラソウとかカイジンドウとかもあるし、ヒメ

ユリは大分県にしかない。コウリンギクも大分

県で主に分布している。 

そういう貴重な希少植物もたくさんあって、

さきほどの説明の中にも、希少生物多様性を重

視していくと言われていました。特にこの時期

になると、やっぱりそういう植物への影響は懸

念されると思います。その点、今言ってもどう

しようもないと思いますが、やはり影響を調査

するとかその辺を配慮することを申し入れると

か、何らかの対応が必要ではないかと。 

少なくとも影響はどうなのか。後で調査する

ことも必要と思います。そういう点でも、私は

やはり演習は中止してもらうしかないと思って

いますが、３点についてお考えを聞かせてくだ

さい。 

小野危機管理室長 ハイマースの件です。ハイ

マースとは、高機動ロケット砲システムと言わ

れるもので、九州防衛局の説明によると、日出

生台演習場にハイマース２両が持ち込まれてい

るということです。 

これは１５５ミリメートルりゅう弾砲の実弾

射撃を支援するため、射撃管制通信システムと

して使用するものとしており、さきに発表のあ

った持ち込まれる車両約６０台の中に含まれて

いるものです。 

 情報については我々もその当日、いろんな方

から声が届いて、九州防衛局に確認したところ

そういうことでした。 

 続いて、新型コロナウイルス対策ですが、対

策の必要性については２月と３月に要請を行い

ました。九州防衛局から聞いている範囲では、

外出する際は、日本と同様の新型コロナウイル

ス感染症対策を行うと伺っています。 

 コロナ禍なので、コロナ禍前のような外出と
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いうのかどうか分かりませんが、その辺は日本

のコロナウイルスの感染状況を勘案して行動さ

れるものと思っています。 

浜田自然保護推進室長 自然環境の保全につい

てお答えします。 

 日出生台演習場については昭和５３年に自衛

隊と県の間で協定を交わしており、演習場の中

の一定地域において、自然環境を保全する地域

として、その中にはもちろん演習をしても砲弾

を撃ち込まず、演習に使わない保全地域をつく

っています。 

ここの地域については２年に１回、春と秋に

中に入って調査をすることができることとなっ

ており、その際にはもちろん県職員だけでは植

物の見分けもなかなかつきにくいことから、植

物や昆虫、そのほか動物の専門家に同行いただ

いて一緒に調査に入っています。この６月にも

調査に入れるよう、今調整しているので、全エ

リアではありませんが、御協力いただきながら

自然環境の保全に努めています。 

猿渡委員外議員 １点目のハイマース等の関係

で、６０台の中に含まれていることを事前に九

州防衛局は知っていたということですかね。九

州防衛局は情報を得ていたのか、それが県に事

前に届いていなかったのか。 

 それと、希少植物の関係は保全地域をつくっ

ているので影響はないと考えているが、その保

全地域がどのくらいの範囲なのか。そうでない

植物にも影響を与えるという範囲もあるのか、

その辺ももう少し教えてください。 

 コロナの関係は、感染対策の徹底を要請して

いるわけですよね。ですから私が思うのは、外

出は今回止めてくださいと言うべきだと。沖縄

県等でも、県が要請していたけど感染が広がっ

た経緯があると思います。その点を、地元の方

も、今後の観光への影響等も非常に心配されて

いるし、地元としては非常に気を遣って感染が

広がらないように本当にみんなで努力してきた

のにと言われているので、私は外出を止めてく

れと、一切外出しないでくれと。 

対策を取って外出していいではなくて、外出

を禁止していただきたいと要請すべきではない

かと思いますが、いかがでしょうか。 

小野危機管理室長 ハイマースの持込みについ

て、私どもはいろんな報道があった前日ぐらい

に、そういうものが入っているのではないかと

いうのを知りました。 

九州防衛局としては、ハイマースの訓練での

使用は過去にほかの演習場で既に行っていて、

特段、新たなものとの認識でなかったと聞いて

います。 

 コロナの外出の件ですが、外出することもあ

り得るという言い方で説明を受けています。私

も地元の方からの米軍の外出に対する不安の声

は聞いているので、それについては九州防衛局

に地元の声ということで、伝達しています。 

浜田自然保護推進室長 自然環境保全について

お答えします。 

 具体的な面積は、ちょっと今手持ちの資料が

ないですが、私も一度この地域の調査に入った

ことがありますが、かなり広いエリアをきちん

と守っていました。演習に使っていないので、

そのままの自然が残っています。 

ほかのエリアについては、私どもがどちらに

しても入ることもできないので、状況は確認し

ていませんが、演習に使っていることを考える

と、それほど自然は守られていないのではない

かと考えています。 

二ノ宮委員長 ほかによろしいでしょうか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 ほかに質疑もないようですので

これで諸般の報告を終わります。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 別にないようですので、これを

もって生活環境部関係を終わります。 

 執行部はお疲れ様でした。 

 ここで、暫時休憩します。 

午後２時４５分休憩 

―――――――――― 

午後２時５２分再開 

二ノ宮委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。 

 これより福祉保健部関係の説明に入ります。 
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 説明に入る前に、本日は初めての委員会でも

あるので、まず私から御挨拶を申し上げます。 

  〔委員長挨拶〕 

二ノ宮委員長 では、委員の皆さんの自己紹介

をお願いします。 

  〔委員自己紹介〕 

二ノ宮委員長 また、本日は委員外議員として

守永議員、猿渡議員に出席いただいています。     

次に、事務局職員を紹介します。 

 議事課の飛鷹君です。（起立挨拶） 

 政策調査課の吉野君です。（起立挨拶） 

続いて、執行部の自己紹介をお願いします。  

〔山田福祉保健部長挨拶〕 

  〔幹部職員自己紹介〕 

二ノ宮委員長 それでは、福祉保健部関係の令

和４年度行政組織及び重点事業等について、執

行部の説明を求めます。 

山田福祉保健部長 それでは、お手元の福祉保

健生活環境委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。 

まず、福祉保健部の組織及び予算の総括的事

項について、私から御説明します。 

初めに、組織についてです。 

 まず本庁ですが、３ページにかけて記載のと

おり、福祉保健企画課から障害者社会参加推進

室までの９課３室で構成しています。 

次に地方機関ですが、福祉保健企画課におい

て保健所６か所、保健部３か所を所管していま

す。こども・家庭支援課においては、二豊学園

やこども・女性相談支援センター、中津児童相

談所を所管しています。また、障害福祉課では

こころとからだの相談支援センターを所管して

います。このうち、こども・女性相談支援セン

ターでは大分市事案を担当する城崎分室を新た

に設置し、大分市との連携を強化することで、

児童虐待対応力のさらなる向上を図ります。 

次に、職員数についてですが、本庁が２５３

名、地方機関が４０８名、総数で６６１名とな

っており、前年度対比では５名の増となってい

ます。 

これは主に、新型コロナウイルス感染症の対

応を強化するため、保健所に保健師を５名増員

したほか、虐待相談対応件数の増加に対応する

ため、こども・女性相談支援センターの児童福

祉司等を４名増員したことに伴うものです。 

その下の（２）県立施設ですが、大分県社会

福祉介護研修センターほか、記載の４施設につ

いて、指定管理者制度により県社会福祉協議会

などに運営を委託しています。 

次に、４ページをお開きください。 

 本年度の福祉保健部の予算について説明しま

す。 

まず（１）一般会計ですが、表の左側、福祉

保健部①の計欄のとおり、総額は１，３０７億

４，２１４万６千円です。これを右から３列目

の３年度当初予算額（Ｂ）欄と比較すると、そ

の右にある前年度対比で８１億９，９８６万２

千円、率にして６．７％の増となっています。 

この増の主な要因は、新型コロナ対策に万全

を期すため、昨年度は累次の補正予算で対応し

た関連事業費を本年度は当初予算から積極的に

計上したことや、いわゆる団塊の世代が後期高

齢者へ移行することに伴う医療費公費負担の増

などが挙げられます。なお、新型コロナ対策に

係る福祉保健部の本年度当初予算総額は、合計

約２４０億円で、部全体予算の１８．３％を占

めています。 

次に、５ページを御覧ください。 

（２）特別会計についてです。当部所管の国

民健康保険事業特別会計及び母子父子寡婦福祉

資金特別会計等について１，１９８億６，５２

８万６千円を計上しています。 

次に、６ページをお開きください。  

令和４年度当初予算のポイントについて説明

します。 

 一つ目は、新型コロナウイルス感染症対策と

危機管理体制の充実です。新型コロナ対策につ

いて、これまでの経験を踏まえ、引き続き入院

病床・宿泊療養施設の確保やワクチン追加接種

の推進などに取り組みます。また、近年のたび

重なる豪雨や台風による被災を踏まえ、高齢者

などの災害時要配慮者の実効性ある早期避難に

向けた仕組みづくりに取り組みます。 

二つ目の子育て満足度日本一の実現では、出
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会いから結婚、妊娠・出産、子育てまで切れ目

ない支援を充実するとともに、ヤングケアラー

対策等のきめ細かな支援を講じます。 

次に、７ページを御覧ください。 

３の健康寿命日本一の実現では、県民や市町

村と一体となった健康づくり運動の推進や、地

域包括ケアシステムの構築などを通じ、健康寿

命日本一を目指します。 

４の障がい者が安心して暮らせる社会づくり

と障がい者雇用率日本一の実現では、障がい者

雇用率日本一の早期奪還に向けた障がい者の一

般就労促進などに取り組みます。 

渡邉福祉保健企画課長 ８ページをお開きくだ

さい。 

 福祉保健企画課関係について御説明します。 

 まず、１の組織、事務分掌の組織についてで

すが、表の左側にあるように、当課は総務班以

下四つの班で構成されており、本庁の職員数は

部長、理事及び審議監を含め計２８名となって

います。また、当課が所管する地方機関は、東

部保健所など６保健所３保健部であり、職員数

は２４９名となっています。 

次に、事務分掌についてですが、表の右側に

あるように２４項目あり、主なものは、（４）

及び（５）の部全体に係る組織、人事、予算に

関すること、（１０）の地域保健法の施行に関

すること、（１８）の災害救助法の施行に関す

ること、（２０）の地域福祉計画に関すること

などです。 

次に、９ページを御覧ください。 

２の課・室の予算についてです。当課の令和

４年度当初予算額は、保護・監査指導室分を含

め、左から２列目の（Ａ）欄にあるように５３

億６，８４５万円となっています。これを前年

度と比較すると、一番右端の前年度対比欄にあ

るとおり２億８，７１３万１千円、５．１％の

減となっています。 

これは、社会福祉施設等新型コロナウイルス

感染対策支援事業費の減などによるものです。 

続いて３の重点事業について御説明します。 

 まず、生活福祉資金貸付事業費２，４８８万

１千円です。 

この事業は、生活福祉資金の貸付けを行う大

分県社会福祉協議会に対して人件費などの事務

費を助成するものです。 

枠囲いの中に、新型コロナウイルス感染症の

影響により収入が減少した世帯を対象とする生

活福祉資金特例貸付について記載しています。

緊急小口資金と総合支援資金の初回貸付けにつ

いては、令和４年６月末まで３か月間延長され

ました。貸付実績は、令和４年３月末現在で３

万８，５５６件、総額で１５１億６，４９１万

１千円となっています。 

なお、貸付原資については令和３年度補正予

算等により措置した約１８９億円を、貸付事務

を行っている大分県社会福祉協議会へ補助して

います。 

次の１０ページをお開き願います。 

２番、災害時要配慮者支援事業費８６６万９

千円です。 

 この事業は、災害時における避難行動要支援

者に対する個別避難計画の作成を促進するため

の研修を実施するとともに、災害派遣福祉チー

ム（ＤＷＡＴ）の強化を図り、災害時における

要配慮者の安全・安心を確保するものです。 

一つ目の二重マル避難行動要支援者に対する

個別避難計画作成の促進では、ケアマネジャー

等福祉専門職や市町村担当職員、民生委員等の

関係者向けに個別避難計画作成研修を実施しま

す。 

 また、二つ目の二重マル災害発生時の福祉的

支援の充実では、災害福祉支援ネットワークの

運営や災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）に対す

る研修及び訓練を実施します。 

続いて、３番社会福祉施設等新型コロナウイ

ルス感染対策支援事業費１億５，０１０万円で

す。 

 この事業は、新型コロナウイルス感染症対策

の充実・強化を図るため、社会福祉施設等が行

う定期的な消毒や研修の実施、物品購入等に要

する経費に対し助成するものです。また、新型

コロナウイルス感染症患者が発生した施設にお

けるサービスの継続のための人材確保や消毒等

に要する経費に対し助成するものです。 



- 17 - 

土師保護・監査指導室長 １１ページを御覧く

ださい。 

保護・監査指導室関係について説明します。 

１の組織、事務分掌の組織ですが、当室は保

護班以下四つの班で構成され、職員数は１５名

となっています。 

次に、事務分掌ですが９項目で、主なものは

（１）生活保護法の施行に関すること、（４）

社会福祉法に基づく社会福祉法人や施設等の指

導監査に関することなどです。 

次に、１２ページをお開きください。 

２の重点事業について説明します。 

 生活保護費１５億７，９９６万８千円です。 

 この事業は、生活困窮者の最低限度の生活を

保障し、その自立を支援するものです。 

上の二重マル扶助費として、県が実施主体と

なる４町村の保護費を支弁するとともに、下の

二重マル県費負担金として、居住地がない又は

明らかでない被保護者について、市の支弁額の

４分の１を負担します。 

小野医療政策課長 １３ページを御覧ください。 

医療政策課関係について説明します。 

１の組織、事務分掌の組織ですが、当課は医

務班以下五つの班で構成され、職員数は看護科

学大学への業務援助職員、県立病院に研修医と

して勤務する自治医科大学卒業医師及び地域医

療確保のため市町村に派遣している医師を合わ

せ、５３名となっています。 

次に、事務分掌ですが２９項目あり、主なも

のは（２）医療法の施行に関すること、（８）

保健師助産師看護師法の施行に関すること、（ 

２１）救急医療に関すること、（２４）在宅医

療に関すること、（２５）地域医療の確保に関

することなどです。 

続いて、１４ページをお開きください。 

 ２の課・室の予算について説明します。 

 当課の令和４年度の当初予算額は、薬務室分

を含め２６６億６，７２９万３千円となってい

ます。これを前年度と比較すると、一番右端の

前年度対比欄にあるとおり３５億９，６６８万

６千円、率にすると１５．６％の増となってい

ます。 

これは主に、新型コロナウイルス感染症療養

体制確保事業費の増額によるものです。 

次に、３の重点事業について説明します。 

まず、１医師偏在解消推進事業費６，６００

万３千円です。 

この事業は、地域医療を担う医師の育成と地

域や診療科の偏在解消を図るため、地域中核病

院や特定診療科で専門研修などを行う医師等を

支援するものです。 

一つ目の二重マル医師研修資金貸与事業は、

今回新たに貸与対象の特定診療科に救急科を追

加し、地域における救急医不足の早期解消を目

指すこととしています。 

次に、２オンライン診療推進事業費１，２３

０万円です。 

この事業は、地域の実情に応じたオンライン

診療を推進するため、オンライン診療対応医療

施設をインターネット上で見える化するととも

に、在宅医療現場での実装やへき地における実

証に取り組むものです。 

 三つ目の二重マル在宅医療現場における活用

促進では、在宅医療に取り組む医師等を対象に

説明会を実施するとともに、患者のオンライン

診療受診を支援する訪問看護ステーションに対

してタブレット購入経費を助成します。 

 四つ目の二重マルへき地における実証実験の

実施では、診療の質の向上を図るため、聴診音

伝達システムの有用性などを実証します。 

１５ページを御覧ください。 

３新型コロナウイルス感染症療養体制確保事

業費１９７億６，５００万円です。 

この事業は、感染症患者の入院治療等を速や

かに開始するため、あらかじめ受入れ医療機関

等の病床や宿泊療養施設を確保するとともに、

医療従事者の負担軽減に向けた取組を支援する

ものです。 

一つ目の二重マル入院受入れ医療機関の空床

確保に対する助成は、陽性患者などの入院受入

病床を確保するための経費であり、二つ目の二

重マル宿泊療養施設の確保は、無症状や軽症の

患者が療養する宿泊施設を借上げ、運営するた

めのものです。 
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次に、４新型コロナウイルス対応医療機関等

支援事業費２，８９７万２千円です。 

 この事業は、クラスター発生時等におけるさ

らなる感染拡大の防止や医療提供体制の維持の

ため、人的支援が必要な医療機関等へ医療従事

者を派遣するものです。 

山本薬務室長 １６ページをお開きください。 

 薬務室関係について説明します。 

１の組織、事務分掌の組織ですが、当室の職

員数は８名となっています。 

次に、事務分掌ですが１３項目あり、主なも

のは（１）医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律の施行に関す

ること、（９）安全な血液製剤の安定供給の確

保等に関する法律の施行に関すること、いわゆ

る献血の推進などです。 

次に、１７ページを御覧ください。 

 ２の重点事業について説明します。 

 薬務取締費６０２万２千円です。 

 この事業は、医薬品、毒物劇物等の適正な取

扱い及び供給を図るため、事業者や取扱者に対

する指導監督等を行うものです。令和４年度は

新たに、一つ目の二重マルにある認定薬局制度

の普及推進に取り組みます。 

これは、昨年８月１日に施行された新しい制

度で、医療機関との連携による重複投薬の防止

やがん等についての専門的な薬学管理を行う薬

局として知事が認定するものです。患者にとっ

てメリットのある制度なので、医師会や薬剤師

会等とも連携しながら普及推進を図ります。 

中川健康づくり支援課長 １８ページをお開き

ください。 

健康づくり支援課関係について説明します。  

１の組織、事務分掌の組織ですが、当課は管

理・疾病対策班以下三つの班で構成され、職員

数は１９名となっています。 

次に、事務分掌ですが２３項目あり、主なも

のは、（４）健康増進法の施行に関することや

（１５）難病の患者に対する医療等に関する法

律の施行に関すること、（１７）肝炎対策基本

法の施行に関することなどです。 

次に、１９ページを御覧ください。 

２の課・室の予算について説明します。 

 当課の令和４年度当初予算は３４億７，１３

１万８千円となっています。これを前年度と比

較すると、一番右端の前年度対比欄にあるとお

り２，９７７万８千円、率にすると０．９％の

減となっています。 

次に、３の重点事業について説明します。 

みんなで進める健康づくり事業費２，１４６

万２千円です。 

 この事業は、健康寿命を延伸させるため、健

康づくりに対する県民意識の醸成に向けた県民

運動を展開するとともに、健康経営に取り組む

事業所の拡大等により、働く世代の心身の健康

づくりを支援するものです。 

 一つ目の二重マル健康寿命延伸県民運動の推

進では、健康寿命日本一おおいた創造会議をプ

ラットフォームとした多様な主体との共働によ

る県民会議の開催や健康寿命延伸推進月間での

広報を行うとともに、令和４年度は新たに健康

寿命延伸アクション部会を設置・運営し、市町

村の優れた取組や工夫の横展開等に取り組みま

す。 

二つ目の二重マルおおいた食の環境整備事業

では、うま塩もっと野菜推進部会を開催し、健

康で美味しい食事を選べる機会の拡充を図るな

ど、うま塩もっと野菜プロジェクトを推進しま

す。 

 三つ目の二重マル健康経営事業所パワーアッ

プ事業では、健康経営事業所数の拡大と質の向

上を図るため、心と体の職場環境改善アドバイ

ザーを派遣し、働く世代の職場単位の健康づく

りを支援します。 

 また、四つ目の二重マルおおいた健康ポイン

トの推進では、働き盛りの健康無関心層が楽し

みながら健康づくりに取り組めるよう、健康ア

プリおおいた歩得（あるとっく）の普及、活用

促進を図ります。 

 最後に、五つ目の二重マルのオーラルフレイ

ル多職種連携強化事業では、オーラルフレイル

や低栄養に関する取組について、多職種で関わ

りを持つことができるよう、関係職を対象とし

た講演会を開催するとともに連携冊子を作成し
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ます。 

池邉感染症対策課長 ２０ページをお開きくだ

さい。 

 感染症対策課関係について説明します。  

１の組織、事務分掌の組織ですが、当課は企

画・広報班以下四つの班で構成され、職員数は

１８名となっています。 

次に、事務分掌ですが５項目あり、主なもの

は、（２）感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律の施行に関することや

（３）予防接種法の施行に関すること、（５）

新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行に

関することなどです。 

次に、２１ページを御覧ください。 

 ２の課・室の予算について説明します。 

 当課の令和４年度当初予算は４３億３，６９

６万６千円となっています。これを前年度と比

較すると、一番右端の前年度対比欄にあるとお

り２８億７，６６９万６千円、率にすると１９

７％の増となっています。 

これは、コロナ対策に万全を期すため、令和

３年度は累次の補正予算で対応した関連事業費

を今年度は当初予算から積極的に計上したこと

によるものです。 

次に、３の重点事業について説明します。 

新型コロナウイルス感染症対策事業費１０億

７，６００万円です。 

 この事業は、新型コロナウイルス感染症の拡

大防止のため、疑い患者の早期検査かつ患者発

生時の迅速な対応に必要な体制整備を図るもの

です。 

一つ目の二重マル検査体制の整備では、衛生

環境研究センターや医療機関、郡市医師会等に

よるＰＣＲ検査等の検査体制を引き続き確保し

ます。 

四つ目の二重マル入院医療費では、入院患者

の入院医療費を引き続き負担します。 

六つ目の二重マル保健所の体制強化では応援

人材の確保や業務のデジタル化等を行います。 

続いて、２２ページをお開きください。 

感染拡大傾向時検査体制確保事業費１２億円

です。 

この事業は、感染拡大の傾向が見られる場合

に県の判断により感染の不安がある無症状者へ

のＰＣＲ等検査を無償化するものです。 

検査実施場所は、公募で登録した薬局及び民

間検査機関等であり、現在５２か所となってい

ます。 

次に、ワクチン接種体制緊急強化事業費１６

億７千万円です。 

この事業は、希望者への３回目のワクチン接

種を計画的に推進するため、市町村等と連携し

個別接種会場における接種回数の増など接種体

制の強化に取り組むものです。 

一つ目の二重マル個別接種体制の強化では、

一定期間継続して接種回数の拡充を行った診療

所に手当を支給するとともに、集中的に接種を

行った医療機関に対し、協力金を支給します。 

二つ目の二重マル集団接種・職域接種での接

種促進では、集団接種への医療従事者派遣や職

域接種に係る支援を行います。 

また、三つ目の二重マルにあるとおり、県営

ワクチン接種センターを運営します。 

最後に、感染対応力強化推進事業費６７０万

円です。 

この事業は、感染症発生時等の感染対応力を

強化するため、医療機関や施設職員等に対する

研修を実施するとともに、感染管理認定看護師

の資格取得を支援するものです。 

 一つ目の二重マル感染管理アドバイザーの配

置では、感染管理認定看護師を感染症対策課内

にアドバイザーとして配置し、人材育成等を行

います。 

また、二つ目の二重マル感染管理認定看護師

資格取得時の代替看護師確保への助成では、感

染管理認定看護師の資格取得のため、教育機関

に看護師を派遣する医療機関に対して代替看護

師の確保に要する経費を助成します。 

一丸国保医療課長 ２３ページを御覧ください。 

国保医療課関係について説明します。 

１の組織、事務分掌の組織ですが、当課は国

保運営指導班と保険医療指導班の２班で構成さ

れ、職員数は１４名となっています。保険医療

指導班には、大分県国民健康保険団体連合会か
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らの派遣職員１名を受け入れています。 

 次に、事務分掌ですが６項目あり、主なもの

は、（１）国民健康保険事業の運営に関するこ

と、（６）高齢者の医療の確保に関する法律の

施行に関することなどです。 

次に、２４ページをお開きください。 

２の課・室の予算について説明します。 

 当課の令和４年度の当初予算は３１８億７，

２３０万２千円となっています。これを前年度

と比較すると、一番右端の前年度対比欄にある

とおり１４億５，５５１万４千円、率にすると

４．８％の増となっています。 

これは、主に後期高齢者の増加に伴う医療費

の増などによるものです。 

次に、３の重点事業について説明します。 

糖尿病性腎症重症化予防推進事業費１，９８

５万８千円です。 

 この事業は、糖尿病性腎症重症化による人工

透析治療の導入を回避するため、かかりつけ医

と糖尿病や腎臓病の専門医等との連携を推進し、

患者の個別支援の強化を行うものです。 

 令和３年度に引き続き、大分大学医学部附属

病院に設置された糖尿病性腎症重症化予防専門

外来への支援等を行うとともに、治療中断者・

未受診者に対するかかりつけ医への受診勧奨や

かかりつけ医と専門外来とのオンライン診療に

よる連携強化等に取り組みます。 

阿部高齢者福祉課長 ２５ページを御覧くださ

い。 

高齢者福祉課関係について説明します。 

１の組織、事務分掌の組織ですが、当課は長

寿・援護班以下四つの班で構成され、職員数は

２８名となっています。 

 次に、事務分掌ですが１７項目あり、主なも

のは（１）老人福祉法、（３）高齢者虐待防止

法、（５）介護保険法の施行に関すること及び

（９）戦傷病者、戦没者遺族等の援護に関する

ことなどです。 

次に、２６ページをお開きください。 

 ２の課・室の予算について説明します。 

 当課の令和４年度当初予算額は２０６億３，

５６０万３千円です。これを前年度と比較する

と、一番右端の前年度対比欄にあるとおり７億

２，７４８万円、率にすると３．７％の増とな

っています。 

 これは、高齢化の進展に伴う介護保険給付費

県負担金の増額によるものなどです。 

次に、３の重点事業について説明します。 

地域介護予防活動推進事業９３７万４千円で

す。 

この事業は、要介護状態への移行・悪化を防

止するため市町村が行う地域に根ざした住民主

体の介護予防活動を支援するものです。 

二つ目二重マルのオンライン通いの場の普及

促進では、ウィズコロナ仕様による持続可能な

介護予防活動を推進するため、令和３年度に作

成したオンライン通いの場開催の手引を活用し

た研修等を実施します。 

次に、２７ページを御覧ください。 

介護現場革新推進事業費１億４，６３８万４

千円です。 

この事業は、介護従事者の負担を軽減し離職

防止を図るため、ＩＣＴやノーリフティングケ

ア等を導入する介護事業所を支援するものです。 

四つ目二重マルのアドバイザーの配置とオン

ライン展示場の開設では介護ロボットやＩＣＴ

機器等の導入支援を行うアドバイザーを令和４

年度に新たに県社会福祉介護研修センターに配

置するとともに、オンライン展示場を開設し機

器等の選定から導入後のフォローアップまでの

支援を行います。 

最後に、介護の魅力発信事業費１，６５８万

１千円です。 

この事業は、介護人材の新規参入を促進する

ため、若年層を対象に介護の魅力を発信する取

組等を実施するものです。 

一つ目の二重マル認証評価制度の運営では、 

職場環境改善等に取り組む事業者を評価するふ

くふく認証制度の運営により、働きやすくやり

がいのある介護の職場づくりを推進します。 

これは、今年度から開始する新たな取組です

が、経験の少ない新規採用者に対する積極的な

フォローや、職員のワークライフバランスへの

配慮などに取り組む事業者を評価、認証、公表
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することにより、県内全域にわたって介護の仕

事の魅力を高め、介護人材の新規参入や定着を

図るものです。 

内海こども未来課長 ２８ページをお開きくだ

さい。 

こども未来課関係について説明します。 

１の組織、事務分掌の組織ですが、当課はこ

ども企画班以下４班２４名の体制となっていま

す。 

次に事務分掌です。主なものとして（１）児

童福祉法の施行に関すること、（７）次世代育

成支援施策の推進に係る企画調整に関すること

（１０）子ども・子育て支援法の施行に関する

こと、(１４）母子保健に関することなどです。 

次に、２９ページを御覧ください。 

２の課・室の予算について説明します。 

当課の令和４年度当初予算額は１６４億８，

９３１万６千円となっています。これを前年度

と比較すると、一番右端の前年度対比欄にある

とおり６億１３６万４千円で、率にすると３.

５％の減となっています。 

これは、主に本年４月から不妊治療に医療保

険が適用されたことに伴い不妊治療費助成事業

の所要額が減となったこと等によるものです。 

続いて、３の重点事業について説明します。 

まず、おおいた出会い応援事業費６，０６５

万４千円です。 

この事業は、若者の結婚の希望を後押しする

ための出会いサポートセンターを運営するもの

で、平成３０年６月に開設して以来これまでに

９８組が成婚しています。 

今年度はＡＩの活用により、相性のいい相手

を自動で紹介するなどの機能を備えたマッチン

グシステムを導入し、さらなる出会いの機会の

創出を図ります。 

次、３０ページをお開きください。 

おおいた子育て応援スクラム事業費２，４３

１万６千円です。 

この事業は、地域全体で子どもの成長と子育

て家庭を応援するため、イクボス宣言企業や子

育て応援店を拡大するものですが、令和４年度

は新たに多胎児や低出生体重児への支援の充実

に取り組みます。 

具体的には、下から三つ目の二重マルにある

とおり、多胎育児の支援者養成研修の実施や妊

娠期からの多胎児家庭への訪問、相談支援を行

うとともに下から二つ目の二重マルのとおり、

発達の遅れを考慮した低出生体重児用の手帳リ

トルベビーハンドブックを作成します。 

３１ページを御覧ください。 

不妊治療費助成事業費１億６，１５２万３千

円です。 

令和４年４月から不妊治療が保険適用となり

ましたが、子どもを持ちたい夫婦の希望をさら

に後押しするため、保険適用外ではあるものの

保険適用治療と併せて行うことができる先進医

療に要する経費について、自己負担が３割とな

るよう県独自の助成を行います。また、不妊や

不育を心配する夫婦の早期受診を促すため、検

査費用を助成します。 

最後に、３２ページをお開きください。 

就学前後の切れ目ない支援体制整備事業費６

０５万円です。 

この事業は、発達が気になる子ども等の情報

を就学前後の移行期に確実につなぐため、母子

保健、児童福祉、教育等の関係機関間において

就学前後の一貫した切れ目ない支援体制を構築

するものです。 

支援が必要な子どもの情報をつなぐ仕組みや

ポイントを整理した県版ガイドラインを作成す

るとともに、各地域の体制整備に向けた意識啓

発や相談支援スキルの向上を図ります。 

隅田こども・家庭支援課長 ３３ページを御覧

ください。 

こども・家庭支援課関係を御説明します。 

１の組織、事務分掌の組織ですが、当課は家

庭支援班以下二つの班で構成され、本庁の職員

は１２名となっています。また、当課が所管す

る地方機関は二豊学園以下６機関あり、その職

員数は１３５名となっています。中央児童相談

所では今年度、大分市事案を担当する城崎分室

を設置し、大分市との連携を強化します。 

次に、事務分掌です。１２項目ありますが、

主なものは（１）児童福祉法の施行に関するこ
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と、（５）母子父子寡婦福祉法、（８）児童虐

待防止法、（１１）子どもの貧困対策推進法の

施行に関することなどです。 

次に、３４ページをお開きください。 

 ２の課・室の予算について説明します。 

 当課の令和４年度当初予算額は５１億６，３

２２万６千円となっています。これを前年度と

比較すると、一番右端の前年度対比欄にあると

おり、前年度対比で２，７６９万２千円、率に

すると０．５％の増となっています。 

これは、主に児童養護施設などに対して支出

する事務費等の単価が増額改定されたことに伴

う、児童措置費の増などによるものです。 

次に、３の重点事業について説明します。 

 ヤングケアラー等支援体制強化事業費１，８

４０万円です。 

 この事業は、ヤングケアラーなど支援を必要

とする子どもや児童虐待のおそれのある家庭を

早期に発見し、適切な支援につなげるため、見

守り・相談体制の構築のほか周知・啓発等に取

り組むものです。 

 具体的に、一つ目二重マルのヤングケアラー

支援事業ではヤングケアラーの社会的認知度の

向上のため、学校現場や子ども支援団体等に対

する研修や県民向けフォーラム等を実施するほ

か、子ども本人が直接相談できる２４時間３６

５日対応の、専用のＳＮＳ相談窓口を開設しま

す。 

 また、二つ目の二重マル市町村による支援対

象児童等見守り強化事業では、潜在化する児童

虐待を早期に発見し支援につなげるため、市町

村と連携し支援対象児童等の見守り体制の構築

に取り組みます。 

次に、３５ページを御覧ください。 

 子どもの居場所づくり推進事業費１，３４９

万５千円です。 

 この事業は、子どもの居場所を確保し、貧困

の早期発見・早期支援につなげるため、子ども

食堂の新規立ち上げ等を支援する市町村に対し

助成するとともに、子どもの基本的生活習慣の

定着を図るため、モデル小中学校の児童生徒を

対象に朝食を定期的に無料提供するほか、クラ

ウドファンディングによる子ども食堂の運営支

援を行うものです。 

立脇障害福祉課長 ３６ページをお開きくださ

い。 

障害福祉課関係について説明します。 

１の組織、事務分掌の組織ですが、当課は管

理・計画班以下四つの班で構成され、本庁の職

員数は２５名となっています。また、当課が所

管する地方機関はこころとからだの相談支援セ

ンター以下四つあり、その職員数は２４名とな

っています。 

次に、事務分掌ですが１９項目あり、主なも

のは（１）身体障害者福祉法、（２）知的障害

者福祉法、（３）障害者総合支援法、（６）精

神保健福祉法などの各種法律の施行に関するこ

とや、（１７）障がいのある人もない人も心豊

かに暮らせる大分県づくり条例、（１８）大分

県手話言語条例の施行に関することなどです。 

次に、３７ページを御覧ください。 

２の課・室の予算について説明します。 

 当課の令和４年度当初予算額は、障害者社会

参加推進室分を含め１６７億３，７６７万２千

円となっています。これを前年度と比較すると

一番右端の前年度対比欄にあるとおり４億３，

４０６万７千円、率にすると２．７％の増とな

っています。 

これは、障がい福祉サービスを利用する障が

い児者の増加などに伴う自立支援給付費や障が

い児通所給付費の増などによるものです。 

次に、３の重点事業について説明します。 

医療的ケア児等支援推進事業費１，６４０万

９千円です。 

この事業は、医療的ケア児等が地域で適切な

支援を受けられる環境を整えるため、ワンスト

ップで相談ができる体制を整備するほか、災害

時等に備えた設備整備を支援するものです。 

 一つ目の二重マル医療的ケア児支援センター

の設置では、看護師等の相談員等を配置し、保

護者等の相談対応や事業所への実地指導を行い

ます。 

 三つ目の二重マル災害時等に備えた非常用発

電装置等の整備では、災害等の停電時にも医療
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的ケア児者の生命の安全を確保するため、非常

用発電装置等の購入費を補助する市町村へ助成

します。 

柳井障害者社会参加推進室長 ３８ページをお

開きください。 

  障害者社会参加推進室関係について説明しま

す。 

  １の組織、事務分掌の組織ですが、当室は地

域生活支援・芸術文化スポーツ推進班及び就労

促進班で構成され、職員数は２班合わせて９名

です。 

次に、事務分掌ですが主なものとして（１）

国等による障害者就労施設等からの物品等の調

達の推進等に関する法律の施行、（２）障がい

者の雇用促進及び工賃向上、（３）芸術・文化・

スポーツを通じた障がい者の社会参加の推進な

どがあります。 

次に、３９ページを御覧ください。 

 ２の重点事業について説明します。 

 まず、障がい者芸術推進事業費４，０７４万

５千円です。 

 この事業は、障がい者の芸術文化活動の促進

を図るため、各種相談支援や発表・鑑賞機会の

提供等を行うものです。 

 今年度は特に、三つ目の二重マル東アジア文

化都市２０２２関連事業として、日本、中国、

韓国の開催都市を中心に選定した障がい者アー

トの展示会を、大分県開催事業と連携して実施

します。 

次に、４０ページをお開きください。 

障がい者就労環境づくり推進事業費８，１３

２万５千円です。 

 この事業は、障がい者雇用を促進するため障

がい者が就労しやすい環境づくりを進めるもの

です。 

一つ目の二重マルでは、企業を訪問して仕事

の切り出しの助言等を行う雇用支援アドバイザ

ーと、就職後の企業と障がい者の相談支援を行

う定着支援アドバイザーを各障害者就業・生活

支援センターに引き続き配置し、雇用促進と職

場定着の両面から企業と働く障がい者を支援し

ます。 

 二つ目の二重マルでは、知的精神障がい者を

年間５人以上新たに雇用しようとする企業に対

し、就労の場となる専用作業室の設置や体調管

理システムの導入など雇入れに係る準備経費を

支援し、企業の環境整備を後押しします。 

 三つ目の二重マルでは、企業へ送り出した事

業所に対し、実績に応じた奨励金を支給するこ

となどにより、福祉的就労から一般就労への移

行を促進します。 

さらに、四つ目の二重マルでは、昨年度創刊

した障がい者雇用の優良事例等を紹介する情報

誌を継続して発行し、企業の理解促進を図りま

す。 

二ノ宮委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見など

はありませんか。 

元吉委員 ヤングケアラー等支援体制強化事業

費で、現実にヤングケアラーと言うか、そうい

う家庭や子どもが分かった場合、どういった支

援を具体的にしているのか教えていただきたい。  

今分からなければ資料でも結構です。また、

それは市町村が主体でやっているのか。あるい

は県、町区でやっているのか伺います。 

 それと子ども食堂について、県内でどのくら

いぐらい件数があるのか。できれば市町村別に

件数を把握していれば、資料で結構なのでお願

いします。 

隅田こども・家庭支援課長 ヤングケアラーの

御質問についてお答えをします。 

 どういった支援をしているかですが、昨年度

に大分県で初めて大規模な調査をしました。ヤ

ングケアラーは、まだ認知度がかなり低いので

周囲の大人も子ども自身も、自身がヤングケア

ラーということに気が付いていない、そう思っ

ていない状況があるので、ヤングケアラーに対

し、こういった支援につながったということが

なかなかまだ出ていない状況です。 

 子どもの状態によって適切な支援策はどうい

ったものがあるかですが、兄弟での小さなお子

さんのお世話だと保育所とか子どもが生きる場

所ということになるし、病気の親御さんの介護

だと介護施設や医療機関もしくはヘルパーの派
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遣とか訪問介護になると思います。 

それから、経済的な支援なら生活保護や貸付

金といったこともあるし、相談機関としては社

協が受けるのか、そのほかに介護の包括センタ

ーとか、子どもの置かれている状態によって変

わってくると思いますが、福祉の支援策はかな

りあると言えます。 

 そういった発見されたときに、そこに適切に

つないでいくことを、これから教育委員会とと

もに考えていきたいということです。 

 続いて子ども食堂ですが、現在３月末時点で

８９か所あります。市町村別の資料があり、そ

れは……（「また資料で結構です」と言う者あ

り）。 

三浦委員 先月まで行われた定例県議会の当初

予算について、知事が冒頭の提案理由の説明で

ポストコロナを見据え、子育て満足度、健康寿

命、障がい者雇用率の三つの日本一の実現に取

り組んでいくと力強く述べられています。しっ

かり我々も引き続いて皆さんの取組を後押しさ

せていただきたいと思っているので、１年間ど

うぞよろしくお願いします。 

 そういった中、私も元吉委員からのヤングケ

アラーの件で少し気になる点があります。 

厚生労働省も４月８日だったか小学校６年生

を対象にアンケートを実施しました。大分県は

小学校５年生から高校生までの７２９名だった

と思いますが、今言うように子どもが子ども同

士のお世話なのか親のお世話なのか、その辺が

かなり細分化されていると思います。やっぱり

これは、７２９名の出口をどうするのかがとて

も大事だと思います。 

 これは本当に社会全体の在り方だったり、子

どもの貧困とか最終的には経済的な支援とかま

で、そういった話にもつながっていくのではな

いかと。私はさきほど説明いただいた四つだと

ちょっと足りず、もう少し突っ込んで支援をし

ていくべきだと思いますが、何か元吉委員の後

の少し具体的な答弁があれば教えていただきた

いと思います。 

 もう１点、これは新型コロナの関係で、後ほ

どあるかもしれないですが、新型コロナが流行

する前と比べ、やっぱり保健所の機能強化、と

りわけ人員確保がとても大事だと思っていて、

その人員がどの程度全体で増えたのか、２点教

えていただきたいと思います。 

隅田こども・家庭支援課長 ヤングケアラーに

ついてです。 

 さきほど申したいくつかについては、例示と

いうことで捉えていただければと思います。そ

の他新年度事業として、新たに国が家庭養育の

ヘルパー派遣を始めるようになっています。今

はまだそもそもペアリングの件数は少ないです

が、必要に応じて家庭に子どものためのヘルパ

ー派遣を行う事業も始まっています。 

 それから窓口としては、派遣され、それから

どのような支援機関につなぐのがいいかについ

ては、やはり例えば児童福祉の市町村窓口に相

談し、関係者が集まって協議をしながらつない

でいく形がいいと思います。 

まだそこまでの体制はできていないので、当

面は市町村窓口に行っていただき、適切なとこ

ろにつなぐことで、それが介護保険の様々なサ

ービスや医療ソーシャルワーカー、子どもの方

の施策など、幅広く捉えていくことになるかと

思います。 

渡邉福祉保健企画課長 保健所の人員について

御質問いただきました。 

 保健所の人員は、資料の８ページにあるとお

り２４９名となっています。これは前年度と比

較すると、実はマイナス４名となります。この

内訳は、保健師を５名増員して配置しています

が、昨年コロナ用に各保健所、保健部に配置し

た課員について、地域ごとに発生状況が違うの

で柔軟に対応できるよう配置していました。 

やはり、保健所ごとだとなかなか機動的にう

まくいかないので、これを集中的に９名本庁に

配置し、陽性者の多いところの保健所に派遣す

る措置を取ったので、このマイナス９名が減っ

てトータルとしては４名減っています。 

 ただ、令和４年度に保健師を既に５名増員と

事務職員で９名を配置し、さらには非常勤を保

健所全体で２４名配置するとともに、短期応援

職員として県庁とか、あるいは人材派遣会社か
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らも応援を短期的に送り込んでいます。 

例えば、今日現在でも１９名の人員が各保健

所に応援に行っており、第６波の１月からの合

計で延べ２，７８３名の短期応援の職員を送り

込んでいます。 

玉田委員 二つぐらいの課にまたがると思いま

すが、部長の考えがあれば。 

 竹田市の教育委員会が家庭訪問をしないとい

うことで、多分、子育て満足度日本一の中でこ

ども未来課もそうだし、こども・家庭支援課も

そうですが、ある意味今までは先生が家庭を見

てフォローしていたところを地域にお願いする

という、そういう社会の流れになってくるきっ

かけじゃないかと思います。 

その中で、さっき隅田課長も言ったように教

育委員会との連携です。そこについて、この１

年間やっぱりちょっと議論が必要と思います。

一つは今の段階では要望レベルですが、教育委

員会との連携を密にして、いろんな状況にも対

応できるように考えてほしい。 

何かこの件について、部長で考えがあればお

願いします。 

山田福祉保健部長 さきほど三浦委員からもあ

ったヤングケアラーですが、７２９名の出口と

いうことで、実を言うと、その７２９名の個人

は特定されていません。 

数字はあがっていますが、これは無記名のア

ンケート調査をした結果、支援を必要とするヤ

ングケアラーが７２９名で、支援をしていくに

は実際に具体的な個人の特定、その子どもがど

ういう状況にあるかを把握していかなければな

らない。そのためには、玉田委員が言われたよ

うに教育が果たす役割と言うか、学校現場でい

つも子どもを見ている先生がやはり一番その辺

の状況を肌で感じていると思うので、私どもも

教育と連携することが、このヤングケアラー対

策には絶対不可欠だと考えています。 

 実際、昨年の８万人のアンケート調査も現場

の先生が教室で子どもたちにタブレットを使っ

て回答を集め、正に教育の協力があったからこ

そできたことです。そういう意味では、教育も

このヤングケアラーの問題についてはかなり問

題意識を持っており、これから総合教育会議で

教育問題全体を行政や執行部も入って検討する。

そういったのも活用しながら、この課題を掘り

下げていきたいと思っています。 

家庭訪問がなくなったのは、そういう意味で

は本当に子どもの実情を把握するために重要な

場であった気もしますが、いろんな事情があっ

て取り止めるところがあるようで、そういった

ことも含め、これからしっかりと子どもを守っ

ていくために行政と教育現場が連携してやって

いく体制をつくっていきます。 

羽野委員 ２９ページの出会いサポートセンタ

ーの関係ですが、ＡＩを活用する場合、現在、

個人がその情報を判断して、相手がいい悪いな

どを判断していると思いますが、今会員に与え

ている情報をＡＩに与えるのか。 

それ以外の情報も付加してＡＩに判断を仰ぐ

のか、そこら辺とＡＩを活用することによりど

のような効果を期待できるのか。その項目で個

人が判断する場合と同じ項目をＡＩに与えてＡ

Ｉが判断したときに差が出るのかどうか、どう

いう効果を期待してＡＩにやっているのか。そ

れと、運用開始はいつ頃を想定しているか、そ

の３点をお伺いします。 

 それから、３５ページの子どもの朝食支援に

ついてですが、小学校か中学校、１校なのか複

数の学校なのか。それからどのくらいの期間を

想定して朝食を提供するのか。この事業は何を

展望し、次にどういったことを目的としてこの

モデル事業を行うのか。 

内海こども未来課長 まず、出会いの関係を御

質問いただいたのでお答えします。 

 ＡＩに与える情報ですが、どういったシステ

ムを導入するかはまだ決まっていませんが、他

県で既に導入されている事例を踏まえると、例

えば心理テストのような質問に事前にお答えい

ただき、その結果で自分が重視している価値観

と相手に求めている価値観をマッチングさせる

というシステムもあります。 

また、違う他県の例ですが、その会員がどう

いった方と今までお見合いを申し込んでいたの

かなど、個人の行動履歴に基づいたビッグデー
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タを作っていくシステムもあるようで、今後ど

ういったシステムになるかが決まっていく予定

です。 

 それによって期待する効果ですが、現行のシ

ステムだと会員が相手に求める――さきほど委

員がおっしゃったような条件を指定し、お見合

い相手を検索している状況にありますが、自分

で指定して検索するため、同じような相手ばか

りが表示され、新しい出会いにつながりにくい

点があります。 

ＡＩを活用すると、さきほど伝えたような会

員の価値観とか行動履歴とか、そういったもの

を分析して相性のいい相手がお勧めされるよう

になるので、自分にはなかった視点で新しく出

会いの幅が広がると感じています。 

 また、特に女性からお見合いを申し込むのは

結構ハードルが高いようですが、ＡＩから勧め

られたというのが、特に女性自らが行動してい

ただく後押しになればとも考えています。 

 運用開始の時期ですが、これからもろもろの

システム開発等を行い、今年度中には運用開始

していきたいと考えています。３月ぐらいかな

と思います。 

隅田こども・家庭支援課長 子どもの朝食支援

事業についてです。 

 この事業は、年間６か所をモデル校としてお

り、令和３年度６か所、令和４年度６か所で予

定しています。 

令和３年度の実施状況を見ると、各実施箇所

で回数が大きく違っています。年間一番多いと

ころは３５回で、少ないところはちょっとコロ

ナの影響があり、一桁のところもありますが、

週に１回とか、そういう形で実施することにな

ります。実施はお任せしています。 

 それからこの事業に関して、もともと令和元

年度に県で子どもの生活実態調査を行い、その

結果、小学校５年生で朝食をほとんど食べない

お子さんは、収入の少ない世帯で４．２％、全

体平均の２．３％の倍程度となっていました。

それから朝食を週に４日以内しか食べない、毎

日食べないお子さんについても収入の少ない世

帯で多く、収入が少ない世帯では朝食を出せて

いない、食べさせられていない家庭が多いので

はということをきっかけに、この朝食支援を考

えました。 

 食材の提供をグリーンコープが担い、配送費

と配膳の人件費等を県下モデル校に対して支援

することをきっかけに、地域でこのような活動

を広げていければと始めたものです。 

その結果、集中して授業を受けられるように

なったといった反応もあるので、継続していき

たいと考えています。 

羽野委員 ＡＩの関係ですが、既に導入してい

るところはマッチングの数は増えているのでし

ょうか。これを導入したことによって、さらに

厳しくなるとか、そういうことがなければいい

ですが、どうですか。 

内海こども未来課長 お見合いの先行県での例

ではありますが、お見合いの成立件数が増えて

いるという話を聞いており、本県においても効

果が見込めるものと考えています。 

後藤副委員長 私が聞きたいのは起立性調節障

害（ＯＤ）の件です。 

確か３月２３日に第１回専門部会があって、

そこでいろんな話をされたと思います。３月２

７日にはＯＤの親の会があり、そこにＯＢが来

ていて、先日のイブニングニュースにその様子

が流れていました。 

その２７日の親の会議はコンパルホールで結

構広い会場でしたが、それでも入り切れないぐ

らい実は申込みがあって、途中で来ていただく

方の制限をしましたが、その親御さんたちが心

配していたのが、一つは２回目、３回目もある

のかということと、１回目はどんな話がされた

のかということ。 

 それから、委員の名前は伏せますが、名前を

出すと、えっと言う親御さんが結構いて、本当

に起立性調節障害についてのいろんな思いを持

っている先生がいるのかとすごく心配していま

した。大体同じ先生の名前をずっと言っていま

した。 

なので、本当に専門部会に話されることが、

子どもたちの思いもですが、私たちの思いがき

ちんと届いているのか心配されていたので、ま
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ず第１回目にどんな話をされたかと２回目、３

回目で具体的にどんなことをするのかを教えて

いただければと思います。 

中川健康づくり支援課長 ３月２３日に専門部

会が開かれていて、その日に話された内容は今

後の予定についてです。どういったガイドライ

ンを作っていくかと、そこに載せる内容、それ

から、対応する医療機関をどのように出してい

くかという内容を話しています。 

 １回目で、まだ顔合わせに近い状態でしたの

で、この後、複数回開く予定です。ただ、それ

では間に合わないこともあり、委員の間でメー

リングリストを作って、もうメールでやり取り

をして話をしようという話も出ていたと伺って

います。 

 委員が御指摘の先生は分かりますが、真剣に

考えていることは間違いありません。その方だ

けでなく複数の専門の医師を、小児科医を入れ

ているし、養護教諭なども入っているので、み

んなで真面目に真剣に取り組んでいこうと考え

ています。 

 ２回目は６月ぐらいに開かれる想定になって

いますが、ちょっと遅いと思い、メールでのや

り取りなどを医師会に働きかけていこうと考え

ています。 

後藤副委員長 やっと何か皆さんに知っていた

だく機会が増えました。 

親御さんも子どもも来ますが、子どもが来て

何を話すかというと、自分たちがずっと苦しか

った経験とかを学校現場の方と話をします。ぜ

ひ専門部会にお子さんとか親御さんがどういう

ところで苦労したかとかの話をきちんと聞いて

いただけるのであれば、より良いと思うので、

ぜひそれも検討していただければと思います。 

中川健康づくり支援課長 その点についても、

そういう御意見があったことを踏まえて、提案

させていただきます。 

後藤副委員長 それから、３５ページに大分県

ひとり親と困難な生活環境にある子どもの支援

計画の推進がありますが、実際どんな支援計画

なのかを教えていただきたい。僕は結構、実は

クリスマスとかに、ひとり親世帯の支援に行っ

ていますが、野菜とかお弁当を配る中で、結構

いろんな遠方から来られる方も多い。 

それと、さっきヤングケアラーの話とかも出

ましたが、県内でいろんな調査をしても、やっ

ぱりすごく時間もかかるし難しいと思います。

私が個人的に思っていることですが、私は大分

市内の原川校区で生まれ育ち、そこはずっと何

十年もひとり親世帯が多いし、生活困窮家庭の

割合は随分多いと思っています。それから、生

活保護の受給割合も絶対多いと思っています。

これは県内でも多分断トツに多いと思うので、

そういうところに集中して調査したらいいので

はと思います。 

 そうすると、実際どうなっているとか、時間

をかけずに集中してできると個人的に思ってい

ます。そういったやり方が分かりやすいのと思

ったので、もしそういうのを検討していただけ

れば、本当にそういった子どもたちが多い地区

なので、ぜひよろしくお願いします。 

隅田こども・家庭支援課長 ひとり親と困難な

生活環境にある子どもの支援計画についてです

が、これは令和２年度末に策定し、令和３年度

から６年度までの計画です。 

従来あった二つの計画を一本化したもので、

一つは子どもの貧困計画、一つはひとり親家庭

自立促進計画、この二つで共通するところが多

いことから一つの計画にしました。ということ

で、子どもの貧困対策とひとり親の対策をあわ

せ持つ計画と言えると思います。 

 具体的な取組について、子どもの貧困につい

てはさきほどお話もありましたが、教育委員会

とか幅広い各部署が担当している分野があるの

で、かなり幅広い施策、対策になっています。 

 一つは教育の支援、二つ目として生活の安定

に資するための支援で、この中に子どもの居場

所づくりとして子ども食堂の支援なども入って

います。 

 それから保護者に対する職業、生活の安定と

向上に資するための就労の支援で、ひとり親に

対する就労支援などが入っています。また、経

済的支援ということで、この中には保育料の負

担軽減とか母子福祉の資金の貸付けとかも盛り
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込んだ計画になっています。かなり幅広いもの

になっています。 

 それからさきほどの調査ですが、ヤングケア

ラーについては昨年度、小学校５年以上の悉皆

調査で教育委員会から協力をいただいて全員を

対象に調査したので、かなり精度が高かったと

思います。一部の地域を集中的にということは

メリットもあると思いますが、一方でそこがそ

ういう地域という、例えば、貧困の子どもが多

いという話になると、人権上の問題が生じたり

するかもしれないので、慎重に対応するべきと

思います。 

二ノ宮委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 委員外議員の方、御質疑はあり

ませんか。 

守永委員外議員 ３点だけお聞きします。 

 まず一つが、３３ページの中央児童相談所の

城崎分室の関係ですが、その下のコメ印にある

他に市町村からの派遣８名が城崎分室の派遣の

ことなのか別の派遣のことなのかちょっと分か

らなかったので、市から派遣が期待できるとい

う話もあったので、その状況を教えていただき

たいと思います。 

 それと２２ページですが、コロナに関しては

この後理事から話がありますが、この感染拡大

傾向時検査体制確保事業費ではＰＣＲ検査無償

化の事業で補助上限額があり、この補助上限額

を超える分はどこの負担なのか教えていただき

たいです。 

 それと、子宮頸がんワクチンの国の積極支援

が始まるようです。まだ、この副作用について

不安を持っている方は多く、これまで大分県下

でワクチンを接種して副反応なりそういった障

害が発生した事例は保健所等で把握していると

思います。 

その状況が分かれば、できれば後ほどでも資

料提供いただければと思います。 

隅田こども・家庭支援課長 ３３ページの組織

の人員のところですが、内訳は大分市からの８

名になります。ケースワーカーと心理士４名ず

つです。これは全員が城崎と思われますが、里

親関係などがあって城崎に３名ずつ、荏隈に１

名ずつ配置しています。 

池邉感染症対策課長 感染拡大傾向時検査体制

確保事業費について、１回当たりの上限が決ま

っていて、それを超える場合の負担ですが、こ

れはやると言った事業主が負担することになり

ます。 

 それと、子宮頸がんワクチンの副反応の県内

の事例については県として把握していませんの

で、一度ちょっと持ち帰って調べて情報を提供

します。今は持ち合わせていないので、また後

ほど資料で出せるものがあれば出します。いず

れにしても回答します。 

二ノ宮委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 ほかに質疑もないようですので

これをもって、令和４年度行政組織及び重点事

業等を終わります。 

 次に、執行部より報告をしたい旨の申出があ

ったので、これを許します。 

 ①の報告をお願いします。 

藤内理事兼審議監 では、お手元の紙の資料で

現在の県内の感染の状況を御説明します。 

 まず、世界の発生状況ですが、皆さんもテレ

ビで御案内のとおり、欧米では既にマスクを外

して全く規制が解除されている国もあります。

こうした国々では、国民の３分の１とか半分近

くが既にコロナに感染して集団免疫が獲得でき

ている国でこうした規制が解除できている状況

です。 

 国内は７００万人を超える方が感染しました

が、現時点ではまだ全国民の５．７％です。３

分の１とか半分とかにはまだまだたくさんの人

がかからないと、そういう集団免疫が獲得でき

ない状況です。 

 これまで２万８，８９２人が亡くなっていま

すが、単純に感染者で亡くなった方を割り算す

ると０．４％という数字になりますが、現在の

第６波、オミクロン株に限ると０．２％になり

ます。 

 季節性のインフルエンザが関係して、持病が

悪化して亡くなった人も入れると大体０．１％
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と言われていて、インフルエンザの０．１％と

現在のオミクロン株の０．２％を比較してみる

と、季節性インフルエンザよりも亡くなる方、

あるいは亡くなるリスクは高いものの、以前の

２％と言われていた時期から比べると、オミク

ロン株になってインフルエンザとの差がだいぶ

ん縮まってきたと認識しています。 

 県内の発生状況は、３万８千人を超える方が

感染して残念ながら１４６名の方が亡くなって

います。１２０名が入院し、宿泊療養が５５４

名、自宅療養が２，３００人を超えています。

御案内のとおり、スマホで感染者自身が自分の

健康状態を入力する状況について、大体７割ぐ

らいがそれを実践していただいているので、保

健所が電話をかけて健康状態を確認する方はだ

いぶん減ってきて、保健所業務の逼迫は何とか

避けられている状況です。 

 お手元の表は第１波から第６波までどれくら

いの方が感染し、亡くなられ、クラスターが発

生したのかをまとめたものです。 

 一番下の小計のところを見ると、第６波につ

いてはこれまで３万人近い方が感染、６２人が

亡くなっています。大分県で計算すると、大体

０．２％の方が亡くなっていることになります。 

 その表の右側に、ＢＡ．２亜種検出状況を示

しています。このオミクロン株のＢＡ．２への

置き換わりが進むことで、さらに感染が拡大す

るのではと危惧されていますが、３月２８日に

分かった分が大体６分の１、４月４日判明分が

４分の１、そして、一番新しい今週分かった分

でも大体６７分の１５だから２２％という状況

で、県内でもこのＢＡ．２への置き換わりが進

んでいますが、一気に進むのではなく徐々に進

んでいる状況になります。ただ、これらが少し

遅れて結果が出てくるので、今時点では２２％

ではなくて、もう少し進んでいると思います。

ワクチンの接種状況はまた最後に説明します。 

 では、次のページを御覧ください。 

 １月１日以来、１日のこのカレンダーに新規

感染者数を落とし込んだものです。赤が前週の

同じ曜日よりも増えた日、青が逆に減った日に

なります。 

 ２月４日までずっと赤が続いて、それから青

が続く日があり、そして、２月２５日から８日

間赤が続き、その後３月５日からは１８日間続

けて青です。かなりいい感じで下がってきてい

ましたが、３月２３日のちょうど３月１９日か

らの３連休の後から逆に増加に転じ、２２日連

続赤です。そして昨日から今日の公表も含め、

２日続けて青という状況です。大分県は一旦青

になるとずっと青が続き、赤になると赤が続く

という、潮目が変わるとその傾向が続く傾向に

あります。 

 次の３ページの上の、ちょっと小さくて申し

訳ない、感染状況の評価を御覧ください。 

 重症者はなお一人という状況で、この重症者

の病床使用率は２．３％ですが、この一人もコ

ロナの肺炎で重症ではなく、もともとほかの病

気で人工呼吸管理が必要な状況の方と聞いてい

ます。 

 現在１２０人が入院されていますが、酸素吸

入が必要な方は１４人と、今まで第４波、５波

あるいは６波の最初の方から見れば少ない状況

になっています。病床使用率も冒頭で部長が挨

拶で言われたように大体この２５％前後、２０

％の前半で推移しています。１日に４００人新

たな感染者が出ますが、入院が必要な方は１０

人から１５人くらいです。退院する人も大体１

０人、１５人で、ほぼ同じ人数が入れ替わって

いますが、感染した方の中で入院が必要な方は

数％になっています。ただ、感染経路不明な方

が大体今３分の１、３４％から３５％が連日続

いています。 

 それから、人口１０万人当たりの新規感染者

数は後ほどグラフでお示します。 

 一番右側のＰＣＲ陽性率、これはＰＣＲだけ

じゃなくて抗原検査も含めた検査の陽性率が現

在２１．０８％で２割を超えています。第６波

の２月上旬のピークが１７％台でしたので、ま

だ２０％超えているということは、しばらくこ

の新規感染者が多い状況が続くものと考えてい

ます。 

 その下の市町村別の感染状況ですが、先々週

と先週の分の２週間分をお示ししています。端
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的に言うと若い人口が多い。つまり、高齢化が

進んでいない市町村でやっぱり感染者が多い傾

向にあります。もちろん、そうではなくて増え

ているところもあり、例えば由布市辺りが急に

ちょっと感染者が増えていますが、これはたま

たま先週二つのクラスターが市内であった関係

で高い数字になっています。 

 次のページを御覧ください。 

 全国と大分県の感染状況です。青が毎日の新

規感染者で、赤い折れ線グラフが１週間の平均

です。 

 全国もここへ来て感染者がまた増加に転じて

いますが、大分県は２月上旬の第６波のピーク

を今、上回っています。これを第７波と呼ぶの

か第６波の再燃と呼ぶのか悩ましいところです

が、第６波が落ち着く前にまた新たな大きな山

になっている状況です。 

 次の５ページは、ちょっと時間も押している

ので省略させていただき、次の６ページの表を

御覧ください。 

 都道府県別の人口１０万人当たりの新規感染

者数のランキングです。これが多いほど、つま

り上にあるほど全国の中で感染が拡大している

ことになりますが、何と緑で網かけをした九州

各県が表彰台を独占している状況になっていま

す。沖縄県、佐賀県、宮崎県が１位、２位、３

位。そして福岡県が５位、鹿児島県が１２位、

１４位が大分県、１５位が熊本県です。 

 このように、九州各県でコロナ感染者が多い

状況については１３日の国のアドバイザリーボ

ードでも議論されていますが、そこでの考察と

しては、これまで第６波の２月上旬のピークが

それほど大きくなかった地域で新たに感染が再

燃しているという説明でした。 

ただ、そう言うと沖縄は結構２月の上旬も多

かったのでその説明だと沖縄はちょっと苦しい

ですが、それ以外の九州各県で増えているのは

第６波の２月の規模がそれほどなかったので、

まだオミクロン株にかかる人たちがこれからだ

いぶんいるということが背景にあるようです。 

 では、次のページを御覧ください。それを示

したのが、この折れ線グラフです。 

 大分県は白抜きの赤いマルの点線で示してい

ます。 

 多くの県が３月の下旬に向けずっと順調に減

ってきたのが、さきほど御説明したように、３

月の３連休の後、本当に反転するように増加に

転じています。特に佐賀県、宮崎県がまだ伸び

ていますが、その下の福岡県、鹿児島県、大分

県、熊本県辺りは少し増加が横ばい、もしくは

これから減少に転じるかもしれないといった動

きを示しています。 

 では、次のページを御覧ください。 

 もう少し県内の感染状況を分析したので、そ

の説明をさせていただきます。 

 一番直近の先週４月の第１週とその前の３月

の第５週を見ると、１０代と２０代が感染の中

心でした。この二つの世代が今高止まりしてい

ますが、注目すべきは１０歳以下や３０代、４

０代がまた増えてきていることです。 

 左側のこの第６波の最初の時期、１月の始め

を見ていただくと、赤で示した２０代がまず立

ち上がって、次いで１０代、そして遅れてほか

の世代、特にオレンジで示した１０歳未満が一

番遅れて立ち上がりますが、これが２月のピー

クを構成しています。つまり、だんだん若い世

代に感染が広がっていく場合には、さらに若い

子どもたちの親の世代の３０代、４０代も広が

る状況なので、今、大分の状況は、また２月の

最初のピークの感染拡大に近い状況になってい

ます。 

 下の感染経路別の推移で見ると、青で示した

家庭で家族内感染が最も多いですが、あとは職

場や知人、それから黒で示した会食での感染が

ここへ来て増えています。一方、それぞれの施

設の頑張りで、幼児教育、保育施設や高齢者施

設、医療機関での感染者はここのところ落ち着

いた状況にあります。 

 では、次のページをお願いします。 

 第６波のクラスターの発生状況です。 

 ２月のピーク時には１週間に３６件のクラス

ターを記録しました。特にそのうちの１６件は

幼児教育、保育施設でした。そこは本当に頑張

っていただいて、このオレンジはここのところ
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ぐっと減ってきています。あるいは高齢者施設

ピークも多かったのですが、４月第１週は福祉

施設６と書いてありますが、うち４が高齢者施

設です。あと、ここ５週間続けて飲食店や会食

でのクラスターが毎週確認されています。この

ように、まだしばらくはクラスターを中心にま

た感染が拡大することが懸念される状況です。 

 下は乳幼児から学生までの感染状況を個別で

示したものですが、学生がこの春休みの間に非

常に増えて、この２番目の第６波のピークの形

成にかなり影響を及ぼしましたが、学生は春休

みが終わってから少し減ってきている状況で、

その分生徒や児童の感染が増えてくる。新学期

が始まったので、やはり学校における中学生、

高校生、小学生の感染対策を改めて徹底するこ

とが必要な状況になっています。 

 １０ページがコロナウイルスワクチン接種の

状況ですが、一つ戻ってください。さきほどの

年代別の８ページの上の表で年代別の感染状況

を御説明しましたが、ここでもう一つ注目して

いただきたいのは、幸いなことにここに来て高

齢者の感染がほとんど増えていません。高齢者

のワクチン接種３回目が今は８４％まで進みま

した。この高齢者の接種が５０％を超えたあた

りからこの６５歳以上の新規感染がぐっと減っ

てきて、ここのところずっと落ち着いた状況に

あります。このことが結果的には４００人超え

て感染者が出ても入院する方が少なくて済んで

いる。あるいは３回接種していると、仮に高齢

者で感染してもあまり重症化せずにすぐに退院

できるといったことが医療の逼迫を避けること

につながっています。 

 こうした意味で、オミクロン株になってワク

チンの効果がいまひとつとささやかれていまし

たが、実際に３回目を接種することによりかな

り発症予防、重症化予防の効果があることが分

かっています。 

 それで、１０ページを御覧ください。今やい

かに３回目の接種を加速するか、これは今の第

６波の収束は厳しいかもしれませんが、いかに

落ち着いたものにするか、その鍵を握ると考え

ています。現在の３回目接種について、一番右

の４７．６％の県民が終えたことになります。 

 ちなみにその左側にある２回目接種が７８．

７％なので、２回目接種を終えた方のうち３回

目接種を終えた方を計算すると、もう６０％を

超えています。できればあとの段階の接種、残

りあと４０％をいかに早くするかになります。

さきほど触れましたが、６５歳以上はその下に

ある８４％が既に３回目接種を終えています。 

 左側の市町村別の３回目接種、特に１２歳以

上で割合を出していますが、一番下の県平均が

５２．６％、県民の１２歳以上に限れば半分が

３回目を終えたことになりますが、市町村ごと

の数字を見ると大分市が４４．３％で、それを

除く１７市町村は全て５２．６％を超えていま

す。つまり、大分市がちょっと平均を下げてい

る状況です。若い世代が多いこともあって、な

かなか２回目の接種が遅かったことも背景にあ

るかもしれません。 

 それから３回目接種の進捗状況ですが、既に

接種券の送付はこの３月末で２回目接種を終え

た方の８割近く、そして、この４月末には２回

目接種済者の９３．５％に配布予定です。つま

り、この接種券が４月までに着くので、いかに

この人たちに早く打っていただくかが重要にな

ります。 

 用意されているワクチンはファイザーとモデ

ルナのほぼ半々ですが、モデルナの方が副反応

がひどいのではと、実際に統計的にもそういう

データがあります。その結果、モデルナを敬遠

する傾向があり、モデルナを使用している接種

センターはなかなか予約が入らない。一方で、

ファイザーはすぐに予約が埋まる状況でした。 

 県営ワクチン接種センターではここにあるよ

うに、これまでモデルナだけを接種していたの

で、４月３日までは３割を切る稼働率でした。

つまり、１，６００人打てる状況なのに実際に

打つ方は４６６人でした。それが先週からファ

イザーも接種できるようにしたところ、稼働率

がぐっと上がって今７割を超えている状況です。

今週末まで県営接種センターでこのファイザー

の接種を進め、何とかこの接種を加速させたい

と考えています。 
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 １枚チラシを作成しました。若い世代がどう

しても副反応を気にして、中にはかかった方が

軽く済む、ワクチンを打った方がきつい、ひど

いとかそういう風評もあります。 

それで、若い世代も含めてワクチン接種して

いただく、あるいはモデルナを敬遠せずにモデ

ルナのメリットも少し御理解いただこうという

ことで、ファイザーを２回打った後に半年もた

つと発症予防効果が１０％ぐらいまでに下がり

ますが、それが３回目を打つと７割ぐらいまで

回復すると。特にファイザーよりモデルナを３

回目に打った方がより効果があるしその効果も

続くという、イギリスのデータを基に、こうい

う資料を作っています。 

接種券、届いたその日にすぐ予約という標語

を何とか流行らせ、特にゴールデンウィークま

でにこの接種を終えていただければと考えてい

ます。 

 それから、下半分は若い人たちがどうせコロ

ナは軽く済むからと軽んじているので、いやい

や４人に１人は後遺症があって、結構悩まされ

ている。その中で倦怠感とか脱毛とか集中力の

低下とかもあるので、若い人はこういう後遺症

も念頭に入れてワクチンを打ってください。ワ

クチンを打つと、このグラフはそういう後遺症

が半分とか３分の１になるというデータです。

何とか若い人たちにもワクチンを接種してもら

えばと、こうした啓発に努めています。 

二ノ宮委員長 以上で説明は終わりました。 

ただいまの報告について質疑、御意見などは

ありませんか。 

三浦委員 時間も迫っているので１点だけ。 

 ワクチン接種について、厚生労働省の中でも

５歳から１１歳、基礎疾患を有する方はやっぱ

りワクチン接種をした方がいいと審議会で推奨

されたというのを読みましたが、現在、県内で

１か月ほど経過していますが、５歳から１１歳

のワクチン接種はどの程度進んでいるのか教え

ていただきたいと思います。 

首藤審議監 ５歳から１１歳のワクチンの接種

状況ですが、対象は６万７千人ほどです。昨日

の４月１４日時点で１回目接種を終えた方が１

１．７％で、７，８９５人が１回目接種を終え

ており、２回目接種を終えた方が２，８９０人

で４．３％です。 

三浦委員 ありがとうございます、よく分かり

ました。５歳から１１歳ではないですが、大人

で４月の頭に３回目のワクチン接種をされた方

が接種後に相談窓口に連絡をするけどなかなか

つながらないということでした。 

時間も短縮されたし、多分回線数も少ないと

思いますが、ワクチン接種は２回目までは大丈

夫だったが３回目を打ったらちょっと腰が痛い

とか熱が出てなかなか引かないという声があっ

て、窓口に電話してもなかなかつながらないと

いう声があったので、情報提供としてお伝えし

ます。 

二ノ宮委員長 委員外議員の方、御質疑はあり

ませんか。 

猿渡委員外議員 陽性者の家族のＰＣＲ検査を

限定するということですが、それでいいのかと

思います。保健所業務に人間は必要だと思いま

すが、業務の軽減として無料相談センターの電

話番号を県のホームページとかでもっと分かり

やすくＰＲするとか、つながりにくいならつな

がりやすい対応をするとかして保健所にかかっ

てくる分の電話をそっちに集中させるとか、あ

と、さっきも予算の中で説明がありましたがデ

ジタル化を進めていくとか、例えばＤＸ推進課

の力も借りながら進めていくことも必要ではな

いか。 

 さきほど派遣とかいろんな形で雇って、応援

体制を取っているという話がありました。委託

とかいろんな形があると思いますが、働いてい

る方の労働条件と言うか、単価がどの程度か、

働いている本人が収入になっているのかを把握

できているでしょうか。 

 それとか派遣となると、指揮命令系統がちょ

っと難しくなると思います。法律上の問題で直

接保健所の職員が指示できないですよね。その

辺がちょっと難しくなっているのかと。偽装派

遣になる場合が出てくるので、そのあたりは大

丈夫なのか教えてください。 

藤内理事兼審議監 まず、保健所の業務の逼迫
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を避ける意味でも、同居家族に関するＰＣＲ検

査は６５歳以上の基礎疾患のある方や妊婦に限

定させていただきました。 

それ以外の方は、１週間の自宅待機、健康観

察をしっかりお願いして症状が出れば受診して

いただくということを原則にしています。 

 もしその検査をせずに、家族が症状のないま

ま陽性になっていた場合ですが、実は症状がな

くて陽性になっていても、ずっとその間で症状

がなければ７日間で療養解除になります。逆に

濃厚接触者にはずっと１週間の自宅待機をかけ

ているから、症状のあるなしにかかわらず、ち

ゃんと１週間自宅待機をしていただければそれ

以上の感染拡大は起こりません。 

我々もその重点化によって感染拡大をしたら

元も子もないので、その点は検討しましたが、

幸い症状がなければ１週間で療養解除ができる

ことに既になっているので、その点は御家族に

しっかり１週間の自宅待機を守っていただくこ

とで、感染拡大を防げると考えています。 

 それから、そういう御家族に無料検査センタ

ーに行ってもらうのではなく、約５００近い医

療機関が検査できるようになっているから、症

状があればちゃんと診療検査医療機関に受診し

ていただくことになります。 

 もちろんそれは置いておいても、そういう無

料検査センターを県民に周知することが大事だ

から、それはもう少し分かりやすく周知できる

よう、今は県内５４か所でできるようになって

いるので、その辺はしっかりお知らせできるよ

うにしたいと思います。 

 それから、県は自宅療養者の健康観察をそう

いうＤＸと言うか、システムを入れることでか

なり省力化できました。ｋｉｎｔｏｎｅ（キン

トーン）というシステムですが、かなり汎用性

もあるし、いろいろ使い勝手もいいので、委員

が御指摘のようにコロナ業務、保健所業務の省

力化にもっと活用できないかと、これからも検

討していきます。 

 派遣の従事者の件について、指揮命令系統に

関してはそれぞれやることをしっかり決められ

ているので、そこの点はそれほど問題ないと思

いますが、ちょっと補足をお願いします。 

渡邉福祉保健企画課長 さきほど藤内理事から

説明あったとおり、デジタル化としてｋｉｎｔ

ｏｎｅというクラウドサービスで今、健康観察

を行っています。非常に使い勝手のいいシステ

ムなので、ＤＸ推進課を中心に全庁的に進めよ

うという動きがあり、その中に保健所を組み込

んでデジタル化を今年度進めていきたいと考え

ています。 

 あと、派遣人材の指揮命令系統の話ですが、

基本的には専門職を置くという希望があれば専

門職を送りますが、基本的にコロナが始まって

２年以上経過しているので、保健所の業務自体

がマニュアル化しているからそれを事前に用意

しておいて、スムーズにいく形を現在取ってい

ます。 

 ただ、もし不都合な点等あればいろいろ情報

収集しながら、随時見直していくことになると

思うので、現時点では特段大きな声は出ていな

いと認識しています。 

猿渡委員外議員 答えていただいていない件で、

働いている人の収入が委託料なら、委託料を払

うけれども、例えば、会社の取り分と本人の取

り分みたいなものを把握していますか。公契約

じゃないので、そこら辺が把握できていないの

ではと思いますが。 

渡邉福祉保健企画課長 派遣された人の取り分

ということですか。我々は人材派遣会社と契約

を結んでいるので、人材派遣会社から行く形に

なります。 

猿渡委員外議員 だから、把握できていない。 

渡邉福祉保健企画課長 １人当たりの単価がい

くらと契約するので、もちろん最終的に本人に

渡った確認までは取っていませんが基本的には

単価がいくらでと契約をしている状況です。 

二ノ宮委員長 ほかによろしいでしょうか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 ほかに質疑もないようですので

これで諸般の報告を終わります。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 別にないようですので、これを
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もって福祉保健部関係を終わります。 

 執行部はお疲れ様でした。 

 

  〔委員外議員、福祉保健部退室〕 

 

二ノ宮委員長 それでは、内部協議を行います。 

 初めに、県内所管事務調査についてです。 

３月３０日の内部協議において、委員の皆様

から調査に関していくつかの御意見をいただき

ました。 

御意見を踏まえ、調査行程の修正を行ったの

で、事務局から説明させます。 

  〔事務局説明〕 

二ノ宮委員長 県内調査についてですが、この

案で決定してよろしいでしょうか。 

  〔協議〕 

二ノ宮委員長 それでは、再度調査行程を修正

し、別途委員の皆様に確認することとします。 

 次に、県外所管事務調査についてです。 

 例年ですと、初委員会で日程等について協議

していますが、新型コロナウイルスの影響で他

県への視察は難しい状況となっています。 

 県外調査の実施の有無等については、他県の

状況も踏まえ、改めて６月の第２回定例会で協

議したいと思いますが、いかがでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 それでは、そのようにします。 

次にその他ですが、事務局から委員会説明資

料に関して、委員の皆様に御意見を伺いたい旨

の申し出があったで、説明させます。 

  〔事務局説明〕 

二ノ宮委員長 それでは、今後の委員会から説

明資料はタブレットの説明を原則として、紙資

料は予備的に用意することとします。 

 以上で予定されている案件は終わりました。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

二ノ宮委員長 別にないようですので、これを

もって委員会を終わります。 

 お疲れ様でした。 

 

 

 

 

 

 


